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第１ 【企業の概況】 
当社(形式上の存続会社)の前身は、昭和46年１月９日、資本金100万円をもって神奈川県大和市上

和田946番地に設立された株式会社桜ヶ丘石油であり、当社は平成８年12月24日に商号を株式会社ア

ルゴグラフィックスに変更いたしました。 

当社は、実質上の存続会社である株式会社アルゴグラフィックス(本店：東京都中央区日本橋箱崎

町５番14号)の株式額面を１株50,000円から500円に変更するため、平成９年４月１日を合併期日とし

て同社を吸収合併いたしました。 

当社は、合併前において休業状態にありましたが、合併後、被合併会社の営業活動を全面的に継承

しており、当社の実体は、被合併会社である株式会社アルゴグラフィックスであります。従いまし

て、以下の記述は別段の記載のない限り全て被合併会社(実質上の存続会社)に関するものでありま

す。事業年度の期数についても、実質上の存続会社の期数を継承し、平成9年4月1日より始まる事業

年度(決算年月平成10年3月)を第14期といたしました。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 

第一部 【企業情報】

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 20,992,021 20,582,989 24,514,932 28,503,776 30,703,748

経常利益 (千円) 1,927,858 1,630,419 2,074,609 2,849,256 2,887,912

当期純利益 (千円) 1,083,376 883,928 1,153,811 1,590,728 1,649,049

純資産額 (千円) 8,941,040 9,497,513 10,498,304 12,545,756 13,767,217

総資産額 (千円) 13,508,995 16,590,695 17,411,020 20,775,720 22,171,393

１株当たり純資産額 (円) 1,809.93 1,918.02 2,110.08 1,171.25 1,274.66

１株当たり当期純利益 (円) 219.31 174.38 228.82 150.72 150.16

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ─ 172.27 227.84 145.38 146.98

自己資本比率 (％) 66.2 57.3 60.3 60.4 62.1

自己資本利益率 (％) 12.7 9.6 11.5 13.8 12.5

株価収益率 (倍) 15.7 7.5 7.5 20.9 23.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,185,635 1,094,627 1,163,468 1,894,083 1,461,467

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △76,404 △365,777 △443,995 △148,079 △2,291,713

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △496,625 △494,418 △195,869 303,732 △303,380

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 7,698,974 8,044,825 8,568,428 10,618,164 9,486,236

従業員数 (人) 192 292 357 419 497



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、平成16年３月８日開催の当社取締役会において、平成16年３月31日最終の株主の所有株式１株を２

株に分割することを決議しており、同株式分割の権利落日は、平成16年３月26日であります。 

  連結経営指標等及び提出会社の経営指標等における第20期の株価収益率は、いずれも、同権利落後の株価に

基づいて算出された値であります。 

３ 連結経営指標等について 

(1) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第18期においては、ストックオプションを付与しておりますが

権利行使期間が開始していないため記載しておりません。第19期以降においては、「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第４号)により算定しております。 

(2) 第19期における連結での従業員数の大幅な増加は、主として連結子会社の増加によるものであります。 

４ 提出会社の経営指標等について 

(1) 第18期においては、ストックオプションを付与しておりますが権利行使期間が開始していないため記載し

ておりません。第19期以降においては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)により算

定しております。 

(2) １株当たり配当額は、第18期、第19期、第22期については全額普通配当でありますが、第20期について

は、普通配当50.00円、東京証券取引所市場第二部への上場に係る記念配当10.00円の計60.00円でありま

す。また、第21期については、普通配当30.00円、東京証券取引所市場第一部への上場と創業満20周年に

係る記念配当15.00円の計45.00円であります。なお、平成16年５月20日付で１株を２株に分割しておりま

す。 

  

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 20,809,630 20,091,170 21,696,400 23,760,122 25,800,925

経常利益 (千円) 1,917,720 1,584,444 1,836,504 2,116,400 2,271,474

当期純利益 (千円) 1,094,441 871,539 1,034,235 1,260,738 1,363,070

資本金 (千円) 856,000 856,000 888,183 1,281,550 1,318,555

発行済株式総数 (株) 4,940,000 4,940,000 4,964,400 10,680,600 10,770,200

純資産額 (千円) 8,852,083 9,477,775 10,352,505 12,078,954 13,016,643

総資産額 (千円) 13,303,977 15,958,327 15,778,447 18,624,144 19,688,896

１株当たり純資産額 (円) 1,791.92 1,914.33 2,080.72 1,127.84 1,205.43

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

45.00

(─)

45.00

(─)

60.00

(─)

45.00

(─)

45.00

(─)

１株当たり当期純利益 (円) 221.55 172.17 204.62 119.03 123.95

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ─ 170.09 203.75 114.81 121.32

自己資本比率 (％) 66.5 59.4 65.6 64.9 66.1

自己資本利益率 (％) 13.0 9.5 10.4 11.2 10.9

株価収益率 (倍) 15.6 7.6 8.4 26.5 28.6

配当性向 (％) 20.31 26.13 29.32 37.81 36.30

従業員数 (人) 175 190 207 236 284



２ 【沿革】 

 
  

昭和60年２月 図形処理・画像処理及びビデオテックス分野に関わるコンピュータ・システムの販売と関連ソフ

トウェアの開発・販売等を目的として東京都港区芝大門に㈱アルゴグラフィックスを設立(資本

金：100,000千円)。

昭和60年８月 IBM製パソコンPS55シリーズによる２次元CADシステム“MICRO CADAMシステム”の販売を開始。

昭和60年10月 米国マスコンプ社製のリアルタイム・ユニックス搭載のエンジニアリング・ワークステーション

MCシリーズの販売を開始。

昭和61年９月 ソニー㈱と同社開発の20インチカラー・ディスプレイ装置に関するOEM契約を締結し、AR201の商

品名で販売を開始。

昭和63年４月 米国ステラ社と同社開発のグラフィックス・スーパーコンピュータのOEM契約を締結し、SURGEシ

リーズとして販売を開始。

昭和63年５月 主としてソニー㈱からの受託開発業務に対応すべく、厚木開発センターを開設。

平成元年９月 日本アイ・ビー・エム㈱とIBM機械の仕入に関する基本契約を締結。

平成３年10月 日本アイ・ビー・エム㈱とIBM特約店基本契約及びRS/6000に関するIBM特約店取引契約を締結。

平成７年４月 厚木開発センターを分離独立し、㈱アルゴハイテックを設立(現出資比率75％)。

平成９年４月 額面金額変更のため㈱アルゴグラフィックス(形式上の存続会社)に合併。

平成10年11月 株式を日本証券業協会に店頭売買有価証券として登録。

平成11年10月 ミッドレンジ及びハイエンド３次元CADマーケットの新たな開拓を目指して、㈱ソリッドウェー

ブを合弁で設立(現出資比率100％)。

平成13年10月 当社グループによるサポート・サービス体制を強化するため、システムの運用管理受託等を目的

に国際システム㈱と合弁で㈱アルゴシステムサポートを設立(資本金：50,000千円 当社の当初

の出資比率51％)。

平成14年12月 ビジネス・ソリューション分野のサポート・サービス体制を強化するために、㈱アルゴビジネス

サービスを買収し、100％子会社化。

平成15年２月 科学技術計算分野の販売力を強化するために、サイエンス系ソフトウェアの輸入販売を主たる業

務とする㈱ヒューリンクスを買収し、100％子会社化。

平成16年２月 当社顧客に対する総合的対応力を強化するために、電子系CADソフトの開発・販売を主たる業務

とする㈱ジーダット及びその100％子会社である㈱ジーダット・イノベーションを買収し、子会

社化（㈱ジーダットに対する当社の現在の出資比率52.6％）。

平成16年２月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

平成16年７月 デジタルマニュファクチュアリング領域の上流から下流までのトータルなソリューション提供力

を強化するために、㈱アルゴ21のCAM事業を営業譲受し、当社内にデジタルエンジニアリング事

業部を設立。

平成17年１月 当社の主力商品である３次元CADソフトCATIAの顧客導入に伴って必要とされる付加価値ソフトウ

ェアの開発や各種コンサルテーション業務を拡大・推進するために㈱PLMジャパンに資本参加。

(㈱PLMジャパンに対する当社の出資比率49％)

平成17年３月 株式を東京証券取引所市場一部に上場。

平成17年４月 当社子会社である㈱ヒューリンクスが、同社の子会社である㈱サイネックスを吸収合併。 

なお、平成17年１月付にて住商エレクトロニクス㈱に対し第三者割当増資を実施したこと等によ

り当社の同社に対する出資比率は76%となっております。

平成17年４月 ㈱アルゴシステムサポートを完全子会社化。（現出資比率100%）

平成17年８月 中国におけるCADシステム関連の技術サポートを強化するため、従来から当社と提携関係にある 

DNE Technology との共同出資により D&A Technology Co.,Ltd. （出資比率40%）を中国上海市

に設立。

平成17年10月 当社の中核業務であるCATIA関連ビジネスの将来的拡充・強化を図るため、アイシン精機グルー

プが設立する新会社アイシン・インフォテックス㈱に資本参加。（出資比率30%）

平成17年10月 国内における「CATIA」技術者不足解消を目的に、厚生労働省の推進する「地域提案型雇用創造

促進事業」の一貫である「さっぽろ雇用創造事業推進協議会」による「３次元CAD人材育成プロ

グラム」に参画。札幌地区におけるCATIA技術者の人材育成を行うと共に、当社子会社の㈱アル

ゴシステムサポートがエンジニアリングセンターを設立し、新規事業を開始。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社８社、関連会社３社及びその他の関係会社１社で構成されており、情報

機器販売及びサービス並びに試作用システムの受託開発等の事業活動を行っております。 
  
(１) 情報機器販売及びサービス 

情報機器販売及びサービスの各事業活動に携わる会社及び各事業の内容は次のとおりであります。 

ア）コンピュータ・システム販売 

コンピュータ・システム販売には、当社と連結子会社である㈱ソリッドウェーブ、㈱ヒューリンクス及び㈱ジ

ーダットと関連会社の㈱ＰＬＭジャパン、D&A Technology Co.,Ltd.、アイシン・インフォテックス㈱並びにそ

の他の関係会社㈱アルゴ２１が携わっております。当社は、国内の製造業各社に対する機械系のＣＡＤシステム

販売を中核的事業としている他、これら顧客を対象に基幹系アプリケーション用コンピュータ・システムを販売

し、また、政府系研究機関、大学、私企業研究所を対象に科学技術計算用システムの販売を行っております。機

械系のＣＡＤシステムについては、ＩＢＭ製ハードウェアをプラットフォームとし、それに仏ダッソー・システ

ムズ社製の機械系の３次元ＣＡＤソフト”ＣＡＴＩＡ”を搭載したシステムが主力商品であります。 

 科学技術計算システム及び基幹系システムの販売については、ＩＢＭ製大型サーバーを中心に、同社製ワーク

ステーションやパソコンによる情報インフラシステムの販売を行っております。 

連結子会社㈱ヒューリンクスは、米国等からバイオ関連を含む各種の科学技術計算用ソフトウェア・パッケー

ジを輸入して、私企業や大学等の研究機関に対する販売を行っております。 

連結子会社㈱ジーダットは、各種半導体や液晶部品の設計等に用いられる電子系ＣＡＤソフトの開発・販売を

主たる事業とし、また、海外から補完的な電子系ＣＡＤソフトを輸入して販売する業務も行っております。 

関連会社㈱ＰＬＭジャパンはＰＤＭ（プロダクト・データ・マネジメント）関連ソフトウェアＳＭＡＲＴＥＡ

Ｍ（ＣＡＴＩＡデータ管理用アプリケーション)の開発・販売及びコンサルテーションを主たる事業としており

ます。 

 D&A Technology Co.,Ltd.は、中国におけるＰＬＭ（プロダクト・ライフサイクル・マネジメント）関連ソフ

トウェアの開発・販売及びコンサルテーションを主たる事業としております。また、アイシン・インフォテック

ス㈱はＰＬＭ関連ソフトウェアの開発・販売及び技術支援を主たる事業としております。 

イ）保守サービス・その他 

保守サービス・その他には、当社と連結子会社である㈱ソリッドウェーブ、㈱アルゴシステムサポート、㈱ア

ルゴビジネスサービス、㈱ジーダット、㈱ジーダット・イノベーション、Jedat China Software Inc.及び関連

会社㈱ＰＬＭジャパン、D&A Technology Co.,Ltd.、アイシン・インフォテックス㈱並びにその他の関係会社㈱

アルゴ２１が携わっております。㈱ジーダット・イノベーション及びJedat China Software Inc.は㈱ジーダッ

トの100%子会社であり、同社より電子系CADソフトの研究・開発を受託しております。  

保守サービス・その他は、当社等が販売した機械系及び電子系のＣＡＤシステム、基幹系システム及び科学技

術計算システムを対象とする次のような各種サービスを提供する業務であります。 

＊ＣＡＤソフト等に関するメンテナンス・サービス 

＊ハードウェア保守サービス 

＊ＣＡＤソフトの利用法に関する教育サービス 

＊システムの構築、設置、移設に係わるサービス 

＊顧客システムの運用管理に関する受託サービス 

＊上記諸項目についての技術支援（Ｑ／Ａ）サービス及びコンサルテーション・サービス 

＊ソフトウェアの開発受託サービス 

ウ）基幹系システム受託開発 

私企業の事務処理関連システムの一部若しくは全部の開発を請け負う業務であり、その他の関係会社㈱アルゴ

２１が携わっております。 

  
(２) 試作用システム受託開発 

情報機器及び映像機器等の試作品に係るハードウェアとソフトウェアの開発を請け負う業務であり、

連結子会社㈱アルゴハイテックが中核的事業としております。 



〔事業系統図〕 

以上13社の関係を図示すると、次のとおりであります。 

 

(注) １ （ ）内は当社出資比率 

２ ㈱ジーダット・イノベーション及び Jedat China Software Inc. は㈱ジーダットの100％子会社でありま

す。 



３ 上記各社の事業の種類別セグメント等との関係は次のとおりであります。 

  

 

 情報機器販売及びサービス

試作用システム受
託開発 

コンピュータ・シ
ステム販売

保守サービス・そ
の他

当社  ㈱アルゴグラフィックス ○ ○

 ㈱アルゴシステムサポート ○

 ㈱ソリッドウェーブ ○ ○

 ㈱ヒューリンクス ○

連結子会社  ㈱アルゴビジネスサービス ○

 ㈱ジーダット ○ ○

 ㈱ジーダットイノベーション ○

 Jedat China Software Inc. ○

 ㈱アルゴハイテック ○

持分法適用関連会社

 ㈱ＰＬＭジャパン ○ ○

 D&A Technology Co.,Ltd. ○ ○

 アイシン・インフォテックス㈱ ○ ○

その他の関連会社  ㈱アルゴ２１ ○ ○



４ 【関係会社の状況】 
  

 
(注) １ 特定子会社であります。 

２ 有価証券報告書を提出しております。 

３ 議決権所有割合の（ ）内は間接所有で内書であります。 
  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 「情報機器販売及びサービス」は、さらに「コンピュータ・システム販売」と「保守サービス・その他」に

区分されますが、同一担当者が、両事業に関わっており、事業別の従業員数の把握が困難であるため、一括

して記載しております。 

３ 「全社(共通)」として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属している従業

員の数であります。 

４ 前連結会計年度に比して従業員数が78名増加いたしました。これは、当社が営業体制と顧客サポート体制を

強化するために新卒採用・中途採用にて合わせて48名増員した他、各子会社においても数名ずつの増員を行

ったためであります。 

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱ソリッドウェーブ 東京都中央区 50
情報機器販売
及びサービス

所有
100.0

当社との商品の売買取引 
 役員の兼任等―有

㈱アルゴシステムサポート 北海道札幌市 50
情報機器販売
及びサービス

所有
100.0

当社からシステムの運用管理を受
託している。 
 役員の兼任等―有

㈱アルゴビジネスサービス
神奈川県横浜
市

10
情報機器販売
及びサービス

所有
100.0

役員の兼任等―有

㈱ヒューリンクス 東京都渋谷区 95
情報機器販売
及びサービス

所有
76.0

役員の兼任等―有

㈱アルゴハイテック
神奈川県厚木
市

43
試作用システ
ム受託開発

所有
75.0

役員の兼任等―有

㈱ジーダット  (注1) 東京都中央区 253
情報機器販売
及びサービス

所有
52.6

役員の兼任等―有

㈱ジーダット・イノベーション
福岡県北九州
市

10
情報機器販売
及びサービス

所有
100.0
(100.0)

役員の兼任等―無

Jedat China Software Inc. 中国北京市 USD 100,000
情報機器販売
及びサービス

所有
100.0
(100.0)

役員の兼任等―無

(持分法適用関連会社)

㈱PLMジャパン 東京都港区 50
情報機器販売
及びサービス

所有
49.0

役員の兼任等―有

D&A Technology Co.,Ltd. 中国上海市 USD 700,000
情報機器販売
及びサービス

所有
40.0

 役員の兼任等－有

アイシン・インフォテックス㈱ 東京都港区 50
情報機器販売
及びサービス

所有
30.0

役員の兼任等－有

(その他の関係会社)

㈱アルゴ21      (注2) 東京都中央区 3,627
情報機器販売
及びサービス

被所有
21.3

当社から商品を仕入れている他、
保守サービスを受託している。 
 役員の兼任等―有

事業の内容 従業員数(人)

情報機器販売及びサービス 427

試作用システム受託開発 18

全社(共通) 52

合計 497



(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外給与を含んでおります。 

３ 前期に比して従業員が48名増加いたしました。これは、営業体制と顧客サポート体制を強化するために新卒

採用・中途採用にて合わせて48の増員を行ったためであります。 

  
(3) 労働組合の状況 

当社グループにおいては、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

  

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

284 34.3 5.7 5,320



第２ 【事業の状況】 
  

この項の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における我が国経済は、原油価格の高止まり、米国・中国の経済動向等の懸念材料は

残るものの、株価の回復、企業収益の改善、設備投資の増加等を背景に緩やかながら確実な回復基調で

推移いたしました。また、当社の属する情報サービス産業におきましては、企業のＩＴ投資意欲は堅調

に推移しているものの、ＰＣ等のハードウェアの高性能化・低価格化に加え、競合による価格低下圧力

は依然として強く、利益面では引き続き厳しい状況が続いております。また、システム・エンジニアに

対する需要が急増しており、サービス・ビジネスを展開する上で、システム・エンジニア不足が障害に

なることが懸念材料となっております。 

  

こうした状況下にあって、当社グループは、ＰＣ等のハードウェアの価格低下による影響を、当社グ

ループの付加価値を発揮できるサービス関連ビジネスを強化・拡大することにより克服してまいりまし

た。この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は、当社の売上高が前連結会計年度比20億40百

万円増（8.6％増）となったことを主な要因として、前連結会計年度比21億99百万円増（7.7%増）の307

億３百万円となりました。 

また、連結ベースの売上総利益は、当社の売上総利益が前連結会計年度比２億19百万円増（5.2％

増）となったことを主な要因として、前連結会計年度比１億98百万円増（3.0％増）の67億13百万円と

なりました。 

次に、連結ベースの販売費及び一般管理費は、前連結会計年度比１億59百万円増（4.3％増）の38億

76百万円となりました。この主な理由は、当社の販売費及び一般管理費が要員増に伴う人件費の増加等

により47百万円増加した他、子会社の販売費及び一般管理費も要員増等に伴い増加したことによるもの

であります。 

  

以上の結果、当連結会計年度の連結売上高は307億３百万円（前連結会計年度比7.7％増）、連結営業

利益は28億36百万円（前連結会計年度比1.4％増）、連結経常利益は28億87百万円（前連結会計年度比

1.4％増）、また連結当期純利益は16億49百万円（前連結会計年度比3.7％増）となって、いずれも過去

最高の連結経営成績を収めることができました。 



次に、当連結会計年度における事業内容別の状況をご報告いたします。 

当社グループの事業内容は、「情報機器販売及びサービス」と「試作用システム受託開発」の２種に

なっておりますが、「情報機器販売及びサービス」が連結売上高の約99％を占めております。また、取

扱商品種別としては「コンピュータ・システム販売」と「保守サービス・その他」の２種に区分してお

ります。事業内容と商品種別の関係及び主な具体的取扱品目は次のようになります。 

 
（注）１．基幹系システム販売は、ビジネスソリューション・システム販売とも称しております。 

２．科学技術計算システム販売は、ＨＰＣ（High Performance Computing）販売とも称しております。 

①情報機器販売及びサービスの状況 

情報機器販売及びサービスのうち、当連結会計年度におけるコンピュータ・システム販売の連結売上

高は、前連結会計年度比38百万円増（0.2％増）の177億92百万円と前連結会計年度並みに留まったのに

対し、保守サービス・その他は前連結会計年度比21億８百万円増（20.1％増）の126億２百万円と、顕

著な拡大を収めることができました。コンピュータ・システム販売の連結売上高が前連結会計年度並み

に留まりましたのは、研究機関向け大型案件の獲得等の売上増加要因があったものの、ＰＣなどのハー

ドウェア価格低下による売上減少要因により相殺されたためであります。一方、保守サービス・その他

が大幅に拡大いたしましたのは、主として当社の保守サービス・その他の売上高が22億79百万円増加し

たことによるものであります。これは、当社グループとして、付加価値を発揮できるサービス・ビジネ

スを積極的に強化・拡大した結果であります。 

連結売上総利益につきましては、コンピュータ・システム販売の売上総利益は前連結会計年度比１億

86百万円減（5.1％減）の34億46百万円、保守サービス・その他は前連結会計年度比３億84百万円増

（13.6％）の31億95百万円となりました。コンピュータ・システム販売の売上総利益が減少いたしまし

たのは、主としてハードウェアの売上総利益率が、競合等により低下したためであります。保守サービ

ス・その他も外注依存度が高まったこと等により売上総利益率は低下いたしましたが、売上増によりカ

バーし、売上総利益額は増加いたしました。 

  

②試作用システム受託開発の状況 

試作用システム受託開発の売上高は、前連結会計年度比20.9％増の３億８百万円となりました。 

事業内容 コンピュータ・システム販売 保守サービス・その他

情報機器販売及びサービス ＊CADシステム販売 

 ・機械系CADシステム 

 ・電子・電気系CADソフト 

＊基幹系システム販売（注１） 

＊科学技術計算システム販売（注２） 

＊その他

＊ソフトウェア保守 

＊ハードウェア保守 

＊CAD教育 

＊デスクトップ・サービス 

＊システム・サービス 

＊ソフトウェア開発 

＊その他

試作用システム受託開発 ―――― ソフトウェア受託開発等



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、営業活動による収入が14億61百万円、投資活動によ

る支出が22億91百万円、財務活動による支出が３億３百万円となったことから、期首の106億18百万円

に比して11億31百万円減少し、94億86百万円となりました。 

 活動区分別の主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは14億61百万円となり、前連結会計年度

の18億94百万円に比し、４億32百万円減少いたしました。 

 その主な要因は、当連結会計年度における税金等調整前当期純利益が28億70百万円（前連結会計年度

28億28百万円）と41百万円増加したこと及び前渡金の増減額が４億５百万円（前連結会計年度△４億70

百万円）と８億76百万円増加した一方で、前受金の増減額が△１億47百万円（前連結会計年度６億７百

万円）と７億55百万円減少したこと、棚卸資産の増減額が98百万円（前連結会計年度３億55百万円）と

２億56百万円減少したこと、その他流動負債の増減額が△１億19百万円（前連結会計年度１億16百万

円）と２億35百万円減少したこと及び法人税等の支払額が△12億89百万円（前連結会計年度△10億１百

万円）と２億88百万円増加したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは△22億91百万円と、前連結会計年度に

おける△1億48百万円に比し、21億43百万円支出が増加しております。 

 その主な要因は、長期性預金への預入れによる支出21億円（前連結会計年度─）によるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは△３億３百万円となり、前連結会計年

度における３億３百万円に比し、６億７百万円支出が増加しております。 

 その主な要因は、当連結会計年度では短期借入金の返済が無く（前連結会計年度△２億55百万円）２

億55百万円増加した一方で、株式の発行による収入が74百万円（前連結会計年度７億86百万円）と７億

12百万円減少したこと及び配当金の支払が４億80百万円（前連結会計年度２億98百万円）と１億82百万

円増加したこと等によるものであります。 



２ 【仕入、開発、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入及び開発実績等 

当連結会計年度における仕入及び開発の実績を事業の内容毎に示すと、次のとおりであります。 

  

 
（注）１「コンピュータ・システム販売」は主にワークステーション及びパソコンのハードウェア並びにそれらに搭

載するソフトウェアに係る商品仕入であり、金額は仕入価額によっております。なお、商品仕入は、一部を

除き個別の受注に対応して行っております。 

２「保守サービス・その他」は主に保守サービス等に係る原価であり、主として外部への委託費用でありま

す。 

３「試作用システム受託開発」は主に社内における開発原価であります。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度における受注高及び受注残高の状況を事業の内容毎に示すと、次のとおりでありま

す。 

ア）受注高 

  

 
(注) 金額は、販売価額によっております。 

  

イ）受注残高 

  

 
(注) 金額は、販売価額によっております。 

  

事業の内容 金額(千円) 前年同期比(％)

仕入実績等

情報機器販売及びサービス

 コンピュータ・システム販売 14,242,264 103.8

 保守サービス・その他 9,450,406 123.6

小計 23,692,670 110.9

開発実績 試作用システム受託開発 233,292 125.4

合計 23,925,963 110.0

事業の内容 金額(千円) 前年同期比(％)

情報機器販売及びサービス

 コンピュータ・システム販売 17,397,641 103.3

 保守サービス・その他 12,632,440 120.1

小計 30,030,081 109.8

試作用システム受託開発 311,399 122.9

合計 30,341,481 109.9

事業の内容 金額(千円) 前年同期比(％)

情報機器販売及びサービス

 コンピュータ・システム販売 335,419 45.9

 保守サービス・その他 939,532 103.3

小計 1,274,951 77.7

試作用システム受託開発 65,397 104.7

合計 1,340,349 78.7



(3) 販売実績 

ア) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の内容毎に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 「情報機器販売及びサービス」に係る販売行為は、全てユーザーと直接行っておりますが、それらの商談の多

くはユーザーの判断によってリース会社経由となります。販売実績のうち21.8％(6,682,437千円)がリース会社

経由であります。 

  

イ) 主要な販売先の販売実績及び総販売実績に対する割合 

主要な販売先の販売実績については、総販売実績に対する割合が100分の10以上のものはありませ

ん。 

  

 
  

事業の内容 金額(千円) 前年同期比(％)

情報機器販売及びサービス

 コンピュータ・システム販売 17,792,923 100.2

 保守サービス・その他 12,602,334 120.1

小計 30,395,257 107.6

試作用システム受託開発 308,491 120.9

合計 30,703,748 107.7



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、毎期、当連結会計年度の実績及び今後のマーケット環境や商品構造の変化を念頭に置

きつつ、中期計画の見直しを行っており、平成18年度中期計画におきましても、当連結会計年度に引き続

き、コンピュータ・システム販売を維持しつつ、サービス関連ビジネスの強化・拡大とサポート・サービ

スの充実による顧客満足度の向上を重視した計画としております。 

 当連結会計年度の売上高は、コンピュータ・システム販売は前連結会計年度並みに留まったものの、保

守サービス・その他の売上高は前連結会計年度を上回る成果を挙げることができ、「サービス関連ビジネ

スの強化・拡大」を重視する経営方針に沿った結果を出すことができました。今後ともこの方針を堅持す

る所存でありますが、「サービス関連ビジネスの強化・拡大とサポート・サービスの充実」には、引き続

き要員の増強と技術力の向上が必要であり、これが人件費を中心とする売上原価並びに販売費及び一般管

理費の主要な増大要因となることから、生産性の向上、即ち、営業一人当たり売上高の拡大、利益率の維

持・向上、サポート・サービスの効率化等、基礎的な諸問題に対する改善努力を継続する必要がありま

す。 

  

従いまして、当社グループは、今後とも次の３点を主たる課題として取り組んでまいります。 

＊ 生産性の向上による販売費及び一般管理費増の吸収 

＊ 顧客満足度の向上に基礎を置いた収益性の確保 

＊ 企業グループの総合力の結集による顧客対応力の強化 

  

また、上記課題克服のために、次の諸点についても引き続き重点施策として進めてまいります。 

（１）顧客満足度の向上と収益の拡大 

＊ 技術力とサービス力の強化による顧客満足度の継続的向上 

＊ サービス関連ビジネスの拡大と充実による収益の拡大 

＊ 既存顧客に対する対応力の強化、並びにＣＡＤを中心とする新規有力マーケットに対する 

積極的進出 

＊ 顧客の研究開発から物造りに至る工程全体を視野に入れた提案力の強化 

（２）企業集団の充実・拡大 

＊ グループ企業間の協調体制強化による顧客対応力と経営効率の向上 

＊ 中核的事業分野の拡大と充実を目指した子会社、協力会社の発掘 

  



４ 【事業等のリスク】 

(１) 特定業種に対する取引依存度について 

当社グループは、ＣＡＤシステムの販売を主たる業務とする他、化学技術計算システム並びにＣＡＤ

関連顧客を主な対象とする基幹系システムの販売を行うとともに、これらシステムに対する各種サービ

スを提供しており、当社グループの顧客は製造業が中心となっております。 

当社グループでは、製造業向けのソリューション提供を通じて習得した技術をベースに、他産業にお

ける顧客の開拓に努めておりますが、依然として製造業向けの売上高が前売上高の多くを占めておりま

す。 

従いまして、製造業の情報化投資の規模が縮小された場合には、当社グループの財政状況及び経営成

績は影響を受ける可能性があります。 

(２) 日本アイ・ビー・エム㈱との取引について 

当社グループは、ハードウェア機器類及びＣＡＤソフトの大部分を日本アイ・ビー・エム㈱より仕入

れており、保守サービスの委託等を含めると同社からの仕入高は、前連結会計年度で総仕入高の

71.7％、当連結会計年度は62.6％を占めております。 

従って、他のコンピュータ・ベンダー又はＣＡＤソフトのベンダーから価格・性能において優秀な競

合品が発売され、且つ当社グループ及び同社の技術サービスよりも優れたサービスが提供される場合に

は、当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。 

(３)本田技研工業㈱及びその100％子会社との取引について 

当社グループの主要商品であるＣＡＤシステムの主な販売先は、自動車関連産業を中心とした製造業

であります。とりわけ本田技研工業㈱と㈱本田技術研究所を始めとする本田技研工業㈱の100％子会社

（以下、「ホンダグループ」という。）への売上依存度が高く、そのため、当社グループの業績はホン

ダグループのシステム投資動向の影響を受ける可能性があります。ホンダグループに対する売上高が当

社グループの総売上高に占める割合は、リース会社経由分を含めて、前連結会計年度は13.0％、当連結

会計年度は11.5％となっております。 

(４)ソニー㈱及びその100％子会社との取引について 

当社グループとソニー㈱及びその100%子会社（以下、「ソニーグループ」という。）との取引関係

は、当社の設立時から安定的に続いております。 

ソニーグループに対する売上高が当社グループの総売上高に占める割合は、リース会社経由分を含め

て、前連結会計年度は9.9％、当連結会計年度は9.2％となっております。当社グループのソニーグルー

プに対する売上依存度は高く、当社グループとしては、今後もその取引継続を見込んでおりますが、ソ

ニーグループのシステム投資動向により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

(５)要員の確保について 

当社グループは、「サービス関連ビジネスの強化・拡大とサポート・ビジネスの充実」を中期経営計

画の重点施策に掲げており、これを実現するためには、要員の増強と技術力の向上が必要であります。

 しかしながら、景気回復による企業のＩＴ投資意欲の高まりによって、システム・エンジニアを中心

に要員の確保が困難になりつつあります。 

要員の確保が計画通りに行えない場合には、当社グループの経営成績に影響が生じる可能性がありま

す。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

仕入に関する契約 

  

 
  

６ 【研究開発活動】 

当社グループにおいては、連結子会社㈱ジーダット及び同社の連結子会社（以下「ジーダット・グルー

プ」という。）において、電子・電気系ＣＡＤソフトに係る研究開発活動が行われており、当連結会計年

度におけるジーダット・グループの研究開発費は446,413千円であります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度の連結経営成績は、当社の売上高、経常利益及び当期純利益が、前連結会計年度に比

して、それぞれ20億40百万円増、１億55百万円増及び１億２百万円増となりましたが、連結子会社は全

体で前連結会計年度並みに留まりました。連結子会社の中では、㈱ヒューリンクスが経営統合の効果も

あり大幅増収・増益となったものの、㈱ジーダットの減収・減益を分を埋めるまでにはいたりませんで

した。㈱ジーダットの減収・減益は、同社の主力製品である半導体・液晶設計用ＣＡＤソフトウェアの

販売が低調だったためであります。その他連結子会社はおおむね堅調に推移いたしました。 

 以上の結果、「１ 業績等の概要」において述べたように、当連結会計年度の連結売上高は307億３

百万円（前連結会計年度比7.7%増）、連結経常利益は28億87百万円（前連結会計年度比1.4%増）、また

連結当期純利益は16億49百万円（前連結会計年度比3.7%増）となって、いずれも過去最高の連結経営成

績を収めることができました。 

  

(2) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因のうち、一般的な事業等のリスクについては「４

事業等のリスク」で述べたとおりであります。これら一般的なリスク要因とは別に、コンピュータ技術

の絶え間ない革新とそれに伴う価格性能比の向上は、これまでと同様に、今後とも当社グループの経営

成績に影響を及ぼし続けると考えております。ただし、これはプラス／マイナス両面の影響力をもって

契約会社名 相手先 契約書及び内容 契約期間

㈱アルゴ 

グラフィックス

日本アイ・ビー・エム㈱ IBM特約店基本契約書 

 本契約は、当社（㈱アルゴグラフィック

ス）を日本国内における非独占的な日本ア

イ・ビー・エム㈱の特約店として認定し、

同社の製品を当社が再販売することに係る

基本的条件を定めるものであります。 

 なお、特約店が再販売できる同社の製品

については、特約店と同社が別途締結する

「IBM特約店取引契約書」によって特定さ

れます。

IBM社は６ヶ月前の、

当社は１ヶ月前の書

面による通知をもっ

て、本契約を解約で

きる。

㈱アルゴ 

グラフィックス

日本アイ・ビー・エム㈱ IBM特約店取引契約書 

 本契約は、「IBM特約店基本契約書」に

基づき、当社（㈱アルゴグラフィックス）

が同社の特約店として、同社の製品である

ワークステーションRS／6000を再販売する

ことを認定するものであります。

当事者の一方から、

契約期間満了の１ヶ

月前までに、書面に

よって契約継続の意

志のないことを通知

しない限り、契約期

間は自動的に12ヶ月

間延長され、その後

も同様とする。



おり、例えば販売価格の低減に対し、販売量の自然増と営業努力による拡大によって如何にバランス

をとるか、又はいかにして増収増益に結びつけるかという、避けてはと通れない経営上の基本的かつ継

続的な命題であります。また、顧客の選択は、ハードウェアの価格によってのみ決定されるものてはな

く、サービス力に対する評価がむしろ重要な要素となることも少なくありません。従って、当社グルー

プの総合的技術力とそれによる顧客満足度の向上が経営成績に重要な影響を与える要因であると考えて

おります。 

  

(3) 戦略的現状と見通し 

当社は、比較的最近に至るまで、当社単独での売上高の拡大、人件費を中心とした販売費及び一般管

理費の圧縮による営業利益の確保を中心課題として取り組んでまいりました。これが重要な経営課題で

あることは今後とも変わりありませんが、顧客ニーズの拡大や多様化が進む中、当社単独での顧客対応

力には、少なくとも短期的には限界があることから、数年前から当社の事業拡大に寄与できる有望な出

資先を注意深く発掘して子会社化する戦略をとっております。これまでのところ、この戦略は功を奏し

ており、子会社各社は、今後とも順調に成果を現していく見込みであります。こうした有望な出資先の

発掘は今後とも続けてまいる所存でありますが、あくまでも当社又は当社グループの中核的事業の拡

大・進展に寄与することが前提であり、無差別に量的拡大を図る考えはありません。 

  

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社及び当社グループの主たる資本の財源は当期純利益であり、当社については、平成10年11月に株

式を店頭上場したおりに公募増資を行った他は、これまでのところ市場からの資金調達は行っておりま

せん。また、長期借入金は無く、短期借入金も銀行との取引継続のために１億40百万円があるのみであ

ります。即ち、運転資金の大部分やＭ＆Ａに係る資金は、全て自己資金で賄っております。 

現金及び現金同等物の期末残高94億86百万円から見て、当面、新たな資金調達の必要性はなく、財務

基盤はかなり堅固になりつつあると考えております。 



当社グループの自己資本比率、時価ベースの自己資本比率、債務償還年数及びインタレスト・カバレ

ッジ・レシオのトレンドは、以下のとおりであります。 

 
（注）１ 当社は、平成16年３月８日開催の当社取締役会において、平成16年３月31日最終の株主の所有株式１株を２

株に分割することを決議しており、平成16年５月20日付で新株式を発行いたしました。同株式分割の権利落

ち日は、平成16年３月26日であります。 

２ 上記の値の算出は、いずれも連結ベースの財務数値を用い、以下の式によっております。 

   自  己  資  本  比  率  ： 自己資本／総資産 

   時 価 ベ ー ス の 自 己 資 本 比 率 ： 株式時価総額／総資産 

   債  務  償  還  年  数  ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ  ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

株式時価総額は、期末株価終値x 期末発行済株式総数（自己株式控除後）によっております。 

営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー「小計」

に「利息及び配当金の受取額」を加えた値を用い、有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のう

ち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロ

ー計算書の「利息の支払額」を使用しております。 

  

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営上の今後の課題は、大きく２つに分けられます。一つは、営業利益の着実な拡大

であります。これは、顧客対応力や経営体制の更なる強化に必要な人件費を中心として販売費及び一般

管理費の増大圧力を吸収しつつ達成しなければなりません。即ち、これは生産性向上の問題であり、ま

た、技術力を中心とする顧客満足度の向上問題でもありますので、今後とも、最も重要な課題として取

り組んでまいります。 

また、もう一つの課題は、資金の有効な利用であり、有望な出資先の開拓、事業環境の整備等に活用

すると共に、株主に対する還元を更に進めること等に有効利用してまいる所存であります。 

  

  

  

  

  

  

平成14年 

３月期

平成15年 

３月期

平成16年 

３月期

平成17年 

３月期

平成18年 

３月期

自己資本比率 66.2％ 57.3％ 60.3％ 60.4％ 62.1％

時価ベースの自己資本比率 126.2％ 39.0％ 49.2％ 161.9％ 172.4％

債務償還年数 0.2年 0.2年 0.2年 0.0年 0.1年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 154.6 344.7 381.6 1,048.7 1,431.0



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度においては重要な設備投資、及び設備の売却、撤去等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。 

  
平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具及び器具備品の合計であります。 

３ 上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。 

  

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 

事業所名 
(所在地)

事業の内容 設備の内容
帳簿価額(千円) 従業員

数 
(人)建物

土地
(面積㎡)

その他 合計

提出会社

東京本社 
(東京都中央区)

情報機器販売及び 
サービス 
(コンピュータ・シス
テム販売、保守サー
ビス・その他、全社
的管理業務)

管理及び
営業設備

26,948 ─ 96,137 123,085 216

研修センター 
(川崎市宮前区)

情報機器販売及び 
サービス 
(社内教育業務)

教育設備 49,851 105,000
(370㎡)

─ 154,851 ─

国 内 
子会社

㈱アルゴビジネス 
サービス本社 
(神奈川県横浜市)

情報機器販売及び 
サービス

管理及び
営業設備

2,644 ─ 1,371 4,015 40

㈱ヒューリンクス 
本社 
(東京都渋谷区)

情報機器販売及び 
サービス

管理及び
営業設備

5,908 ─ 15,256 21,164 32

㈱アルゴ 
ハイテック本社 
(神奈川県厚木市)

試作用システム 
受託開発

管理及び
開発設備

1,770 ─ 3,462 5,232 19

㈱ジーダット本社 
（東京都中央区）

情報機器販売及び 
サービス

管理、開発
及び営業設
備

7,932 ─ 3,526 11,458 98

事業所名 
(所在地)

事業の内容 設備の内容
年間賃借料 
(千円)

提出会社
東京本社 
(東京都中央区)

情報機器販売及びサービス
(コンピュータ・システム販売、保守
サービス・その他、全社的管理業務)

管理及び
営業設備

141,673

国 内 
子会社

㈱アルゴビジネス 
サービス本社 
(神奈川県横浜市)

情報機器販売及びサービス
管理及び
営業設備

8,767

㈱ヒューリンクス本社 
(東京都渋谷区)

情報機器販売及びサービス
管理及び
営業設備

36,522

㈱アルゴハイテック本社 
(神奈川県厚木市)

試作用システム受託開発
管理及び
開発設備

7,020

㈱ジーダット本社 
（東京都中央区）

情報機器販売及びサービス
管理、開発
及び営業設備

52,368



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
(注) １．提出日現在の発行数には、平成18年６月１日から有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。 

２．発行済株式数は、事業年度末から平成18年５月31日にかけて新株予約権の行使により10,400株増加しており

ます。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況 

株主総会の特別決議(平成14年６月26日) 

 
（注）当社が株式の分割・併合及び時価を下回る価額で新株を発行するとき並びにこれらの場合に準じて発行価額の

調整を必要とする場合には、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げ
る。 

調整後行使価額＝調整前行使価額×（Ａ+（Ｂ×Ｃ）/Ｄ）/（Ａ+Ｂ） 

ここで、 

Ａ：既発行株式数（発行済株式総数から自己株式数を控除した数） 

Ｂ：新規発行又は処分株式数 

Ｃ：１株当たり払込金額又は譲渡価額 

Ｄ：１株当たりの時価 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 42,720,000

計 42,720,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月23日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 10,770,200 10,780,600
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 10,770,200 10,780,600 ― ―

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個） 253 201

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 50,600 40,200

新株予約権の行使時の払込金額(注) 1株当たり 826円 同左

新株予約権の行使期間
平成16年9月1日～
平成18年8月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   826円
資本組入額  413円

同左

新株予約権の行使の条件

 権利行使時において当社取
締役、監査役又は従業員であ
ることを要する。 
 新株予約権の相続は認めな
い。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡する時
は、取締役会の承認を要す
る。

同左



株主総会の特別決議(平成16年６月24日) 
  

 
（注）当社が株式の分割・併合及び時価を下回る価額で新株を発行するとき並びにこれらの場合に準じて発行価額の

調整を必要とする場合には、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げ

る。 

調整後行使価額＝調整前行使価額×（Ａ+（Ｂ×Ｃ）/Ｄ）/（Ａ+Ｂ） 

ここで、 

Ａ：既発行株式数（発行済株式総数から自己株式数を控除した数） 

Ｂ：新規発行又は処分株式数 

Ｃ：１株当たり払込金額又は譲渡価額 

Ｄ：１株当たりの時価 

  

株主総会の特別決議(平成17年６月24日) 

  

 
（注）当社が株式の分割・併合及び時価を下回る価額で新株を発行するとき並びにこれらの場合に準じて発行価額の

調整を必要とする場合には、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げ

る。 

調整後行使価額＝調整前行使価額×（Ａ+（Ｂ×Ｃ）/Ｄ）/（Ａ+Ｂ） 

ここで、 

Ａ：既発行株式数（発行済株式総数から自己株式数を控除した数） 

Ｂ：新規発行又は処分株式数 

Ｃ：１株当たり払込金額又は譲渡価額 

Ｄ：１株当たりの時価 

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個） 4,450 4,440

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 445,000 444,000

新株予約権の行使時の払込金額(注) 1株当たり1,956円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年9月1日～
平成20年8月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 1,956円
資本組入額  978円

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社取締役、
監査役又は従業員であることを要
する。 
新株予約権の相続は認めない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、取締
役会の承認を要する。

同左

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個） 4,582 4,576

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 458,200 457,600

新株予約権の行使時の払込金額(注) 1株当たり1,956円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年9月1日～
平成20年8月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 1,956円
資本組入額  978円

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社取締役、
監査役又は従業員であることを要
する。 
新株予約権の相続は認めない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する時は、取締
役会の承認を要する。

同左



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 新株引受権による増加であります。 

２ 平成16年５月20日を効力発生日とする株式分割(１対２)により、発行済株式総数が4,964,400株増加してお

ります。また、新株予約権等の行使により発行済株式総数が751,800株、資本金及び資本準備金がそれぞれ

393,367千円増加しております。 

３ 新株予約権による増加であります。 

４ 平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が10,400株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ4,295千円増加しております。 

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注)１．自己株式60株は「単元未満株式の状況」に含まれております。 

  ２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成15年４月１日～
平成16年３月31日

(注１)
24,400 4,964,400 32,183 888,183 32,183 995,583

平成16年４月１日～
平成17年３月31日

(注２)
5,716,200 10,680,600 393,367 1,281,550 393,367 1,388,950

平成17年４月１日～
平成18年３月31日

(注３)
89,600 10,770,200 37,004 1,318,555 37,004 1,425,955

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

0 36 19 36 74 3 3,930 4,098 ─

所有株式数 
(単元)

0 22,148 916 27,697 24,851 52 32,036 107,700 200

所有株式数 
の割合(％)

0.00 20.57 0.85 25.71 23.07 0.05 29.75 100.00 ─



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 当社は、㈱みずほ銀行の持株会社である㈱みずほフィナンシャルグループに対して出資を行っており、当   

社の持株数は11.23株、出資比率は0.0%であります。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

    該当事項はありません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

㈱アルゴ21 東京都中央区勝どき6-1-15 2,300,000 21.3

日本マスタートラスト信託銀行
㈱（信託口）

東京都港区浜松町2-11-3 814,300 7.5

堀田 勝正 東京都世田谷区 402,000 3.7

日本トラスティ・サービス信託
銀行（信託口）

東京都中央区晴海1-8-11 396,000 3.6

藤澤 義麿 神奈川県大和市 335,000 3.1

ス テ ー ト ス ト リ ー ト バ ン
ク アンド トラスト カンパニ
ー 505025  
（常任代理人 ㈱みずほコーポ
レート銀行）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A

（東京都中央区日本橋兜町6-7）
285,500 2.6

㈱電通国際情報サービス 東京都港区港南2-17-1 266,000 2.4

ゴールドマン．サックス．イン
ターナショナル

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 182,100 1.6

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 180,000 1.6

斎藤 成一郎 東京都世田谷区 145,000 1.3

計 ― 5,305,900 49.2

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,770,000 107,700 ―

単元未満株式 普通株式        200 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 10,770,200 ― ―

総株主の議決権 ― 107,700 ―



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

  

 
  

 
  

決議年月日 平成14年６月26日 平成16年６月24日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役    6名
当社従業員   184名

当社取締役    6名 
当社従業員   221名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2) 新株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

「(2) 新株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

株式の数 同上 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上 同上

新株予約権の行使期間 同上 同上

新株予約権の行使の条件 同上 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同上

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数

  当社取締役    ６名

  当社子会社取締役  10名

  当社従業員   265名

  当社子会社従業員 158名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2) 新株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式による買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

  



３ 【配当政策】 

株主の皆様に対する利益配分につきましては、平成14年３月期までは単独ベースで20%の配当性向を基

準とする考え方によっておりましたが、平成15年３月期からは、還元姿勢を強化し、経済の情勢や事業環

境を勘案しつつ、連結ベースで30%の配当性向を目指すことを表明しており、現時点におきましてもこの

基本的考え方に変化はありません。 

当期の株主配当金につきましては、連結ベースの経営成績に照らして、1株当たり普通配当を45円とさ

せていただきたいと存じます。これは連結ベースでの配当性向30%に相当いたします。 

なお、前期（第21期）の株主配当金は、１株につき普通配当30円、記念配当15円（東京証券取引所市場

第一部銘柄に指定となったこと、及び当社創業満20周年を記念して）の計45円でありました。 

なお、内部留保金につきましては、顧客対応力の更なる強化、社内情報インフラや業容拡大のための社

内設備の整備、連結重視の観点による魅力ある出資先の開拓等を進めると共に、財務基盤を磐石なものと

するために活用して参る所存であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 当社株式は、平成16年２月27日から東京証券取引所市場第二部に上場されており、それ以前の株価は、日本証

券業協会公表のものであります。また、当社株式は平成17年３月１日から東京証券取引所市場第一部に上場さ

れており、同日以降の株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 4,150 3,550 3,500 3,390 3,920

最低(円) 1,700 1,230 1,320 1,835 2,540

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 2,795 3,020 3,870 3,810 3,920 3,590

最低(円) 2,605 2,620 2,985 3,330 3,030 3,060



５ 【役員の状況】 
(平成18年６月23日現在) 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役
社  長 
執行役員

藤 澤 義 麿 昭和17年10月８日生

昭和40年４月 日本レミントン・ユニバック㈱(現日本
ユニシス㈱) 入社

335

昭和60年４月 当社 入社

昭和60年９月 当社 取締役

昭和63年６月 当社 常務取締役

平成４年３月 当社 専務取締役 事業統括本部長

平成11年６月 当社 代表取締役専務 事業統括本部
長

平成12年４月 当社 代表取締役社長

平成13年10月 ㈱アルゴシステムサポート 代表取締
役社長(現任)

平成14年12月 ㈱アルゴビジネスサービス 代表取締
役社長(現任)

平成15年２月 ㈱ヒューリンクス 代表取締役会長(現
任)

平成16年６月 当社 代表取締役 社長執行役員(現
任)

平成16年12月 ㈱PLMジャパン 代表取締役会長(現任)

平成17年１月 ㈱サイネックス代表取締役社長

取締役

専  務 
執行役員 

事業統括本部長 
（兼）営業本部長

澤 田 米 生 昭和23年１月31日生

昭和45年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

1

平成14年１月 同社 ソニーエンタープライズ事業部
長(理事)

平成16年５月 同社 退社

平成16年６月 当社 入社 取締役 専務執行役員事
業本部長(兼)第二事業部長

平成17年４月 当社 取締役 専務執行役員事業本部
長

平成17年６月 当社取締役 専務執行役員
事業本部長(兼)社会・公共事業部長

平成18年４月 当社取締役 専務執行役員
事業統括本部長(兼)営業本部長(現任)

取締役
常  務 
執行役員 
社長室長

福 永 正 之 昭和19年11月２日生

昭和43年４月 日本ユニバック㈱(現日本ユニシス㈱) 
入社

110

昭和60年３月 当社 入社

平成６年６月 当社 取締役 営業二部長

平成11年６月 当社 取締役退任

平成12年６月 当社 常務取締役 第二事業本部長

平成13年４月 当社 常務取締役 第二事業部長

平成16年６月 当社 取締役 常務執行役員 社長補
佐

平成16年７月 当社 取締役 常務執行役員 デジタ
ルエンジニアリング事業部長

平成17年４月 当社 取締役 常務執行役員 社長室
長(現任)

平成17年６月 ㈱アルゴ21 監査役(平成18年６月23日
開催の㈱アルゴ２１の定時株主総会終
了の時をもって退任)

取締役

常  務 
執行役員 

第一事業部長 
(兼)事業推進部長

斎 藤 成一郎 昭和26年１月15日生

昭和49年４月 日本ユニバック㈱(現日本ユニシス㈱) 
入社

145

昭和60年４月 当社 入社

平成６年６月 当社 取締役 西日本営業部長

平成９年４月 当社 取締役 営業一部長

平成11年６月 当社 取締役退任

平成13年６月 当社 常務取締役 第一事業部長

平成16年６月 当社 取締役 常務執行役員 第一事
業部長

平成17年４月 当社 取締役 常務執行役員 第一事
業部長(兼)事業推進部長(現任)

取締役

執行役員 
カスタマ・サービ

ス 
事業本部長

石 川 清 志 昭和37年４月24日生

昭和60年４月 TDKコア㈱ 入社

7

昭和61年６月 当社 入社

平成11年６月 当社 執行役員エンジニアリング・ソ
リューション推進室長

平成14年４月 当社 執行役員システムサービス事業
部長

平成14年７月 当社 執行役員カスタマ・サービス事
業部長

平成17年６月 当社 取締役執行役員カスタマ・サー
ビス事業部長

平成18年４月
当社 取締役執行役員カスタマ・サー
ビス事業本部長(現任)



 
(注) １ 監査役本田元亨氏、渡辺三之氏及び松島克守氏は、「会社法第２条第16号」に定める社外監査役でありま

す。 

２ 当社は、平成11年６月以降、取締役会の経営判断の迅速化と活性化を図ると共に、事業の運営を円滑化する

ために執行役員制度を導入しております。執行役員数は13名であり、上記の表に執行役員として記載の５名

の他、第二事業部長、第三事業部長、西日本事業部長、中部事業部長、カスタマ・サービス事業本部副事業

本部長、管理・情報システム・関連会社担当、人事・総務・業務担当及び予算管理・広報担当で構成されて

おります。 

３ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選出しております。補欠監査役の略歴等は以下のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 佐 藤 雄二朗 昭和８年２月20日生

昭和30年４月 吉沢会計機㈱ 入社

─

昭和33年４月 日本レミントン・ユニバック㈱(現

日本ユニシス㈱) 入社

昭和59年４月 ㈱アルゴ21 代表取締役社長

昭和60年２月 当社 代表取締役社長

昭和63年６月 当社 取締役(現任)

平成11年６月 ㈱アルゴテクノス21(現㈱アルゴ

21) 代表取締役会長

平成16年４月 ㈱アルゴ21代表取締役会長(兼)社

長

平成17年６月 ㈱アルゴ21取締役最高顧問(平成18

年６月23日開催の㈱アルゴ２１の

定時株主総会終了の時をもって同

社最高顧問)

常 勤 
監査役

本 田 元 亨 昭和15年10月14日生

昭和39年４月 日本レミントン・ユニバック㈱(現

日本ユニシス㈱) 入社

─

昭和60年２月 日本テクノシステム㈱ 入社

昭和60年５月 同社 取締役

平成３年６月 ㈱アルゴテクノス21(現㈱アルゴ

21) 取締役企画管理部長

平成11年６月 同社 専務取締役総務部長

平成11年６月 当社 監査役

平成12年４月 ㈱アルゴ21 専務取締役

平成15年６月 同社 退任 同社顧問(現任)

平成17年６月 当社 常勤監査役(現任)

監査役 渡 辺 三 之 昭和12年11月17日生

昭和38年４月 ソニー㈱ 入社

─

平成８年６月 同社デバイスカンパニー シニア

バイスプレジデント

平成10年６月 同社執行役員常務コアテクノロジ

カンパニー エグゼキュティブバ

イスプレジデント

平成11年６月 同社執行役員上席常務エレクトロ

ニクス・デバイス営業本部長

平成13年５月 同社退任

平成13年６月 ソニー・プレシジョン・テクノロ

ジー㈱取締役会長

平成15年５月 同社退任

平成15年６月 ㈱ユーエスシー取締役(現任) 

ソニー㈱顧問

平成16年６月 当社 監査役(現任)

監査役 松 島 克 守 昭和20年７月17日生

昭和44年３月
東京大学工学部精密機械工業科卒

業

─

昭和46年３月
東京大学工学院工業系工学修士修

了

昭和46年４月 石川島播磨重工業㈱入社

昭和48年４月
東京大学工学部精密機械工業科 

助手

昭和57年８月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成６年１月 同社 製造業営業推進本部長

平成９年２月
プライスウオーターハウスコンサ

ルタント㈱常務取締役

平成11年８月
東京大学大学院工学系研究科教授

(現任)

平成17年６月 当社 監査役(現任)

計 598



（氏名）   （生年月日）      （略歴）                  （所有株式数） 

藤野 勝  昭和18年11月１日 昭和42年４月 南里貿易㈱入社              101千株 

               昭和44年４月 日本ユニバック㈱(現日本ユニシス㈱)入社  

               昭和60年４月 当社入社 

               平成３年６月 当社取締役事業推進部長 

               平成８年４月 当社取締役管理本部長 

               平成11年６月 当社常務取締役管理本部長 

               平成16年６月 当社取締役専務執行役員 

                      管理本部長 

               平成17年６月 当社取締役退任 

                      当社顧問 

  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等(平成18年６月23日現在) 

① 基本的な会社の機関と内部統制システム 

取締役会は取締役６名で構成され、定例（月１回）又は臨時の取締役会を開催し、経営上の重要事

項の意思決定を行うとともに、各取締役の業務執行を相互に監督しております。 

現在、当社は会社法に定める社外取締役がおりませんが、適切な人材の発見に努め、客観的な立場

と幅広い見識をもって会社経営を推進する体制を作って参りたいと存じます。 

また、取締役５名に主な事業部門の長８名を加えた13名にて構成される執行役員制度を採用してお

り、販売活動、顧客サービス活動及び組織運営上の日常的諸問題に関し、活発な意見交換と迅速な対

応策の協議等を行っております。主だった取締役が執行役員を兼務することとしたのは、会社の経

営・管理と販売や顧客サービスの提供等の中核的諸問題とは不可分であるとの判断によるものであり

ます。 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は常勤監査役１名及び非常勤監査役２名で構成さ

れ、定例又は臨時の監査役会を実施しております。なお、３名とも「会社法第２条第16号」に定める

社外監査役であります。取締役会には監査役全員が参加し、適宜意見表明を行うとともに、各取締役

の業務執行状況につき監査を行っております。また、常勤監査役は、社内の重要な会議にも出席する

とともに、各会議体の議事録閲覧及び各部署への訪問監査の実施等により、社内業務執行状況の課

題・問題点を随時把握しております。 

  

② 当社の業務執行体制と内部統制システムの概要 

  

 

  

(注) １ 代表権及び社長職の選任・解任。 

２ 社長による指名。 



③ 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

ア．基本的な考え方 

当社の内部統制システムに関する基本的考え方は、以下の４点に集約することができます。 

ア）経営者が、内部統制システムの重要性を認識し、自らその整備を推進する。 

イ）経営者は、内部統制システムが有効に機能するよう、当社及び当社グループ企業各社にその重

要性を認識させ、実行の徹底を図る。 

ウ）内部統制システムの構築に際しては、当社及び当社グループの規模・事業の性質・企業風土等

を考慮し、過不足のない必要十分な水準で構築・整備する。 

エ）内部統制システムが適切に機能しているか否かを常に監視し、社内外の環境変化等に応じて見

直し及び改善を図る。 

  

イ．整備状況 

当社の内部統制システムの整備状況及び今後の課題は以下のとおりであります。 

ア）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行に係る情報は「文書管理規程」に従い適切に保存・管理しております。他方、

災害対策や情報の漏洩等の情報セキュリティの強化・確保については、現状では一部不十分な部分

があるため、できるだけ速やかに実効性のある対策を講じる所存であります。 

イ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

代表取締役社長直轄の組織として内部監査室を設置しております。内部監査担当は、「内部監査

規程」及び「関係会社管理規程」に基づいて定期的監査を実施し、問題点・課題等を社長に報告

し、また必要に応じて取締役会及び執行役員会にも報告しております。 

内部監査により、万一、法令や定款に対する違反行為や経営に重要な影響を及ぼす損失発生の可

能性が発見された場合には、直ちに社長及び取締役会に報告され、発見された危険の内容及びそれ

らがもたらす損失の程度等を把握し、社長または社長が任命する対応責任者がこれに対処すること

としております。 

危機管理に関する社内規程として、「危機管理規程」、「個人情報保護規程」、「情報の保全・

流失防止に関する規程」、「インサイダー取引の規制に関する規程」、「与信管理規程」、「経理

規程」等を定めております。 

今後は、リスク管理体制をより強化するための委員会等の機関の設置を検討いたします。 

ウ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

経営計画については、経営理念を機軸に毎年当社単体及び連結の年度計画及び中期計画を策定

し、これに基づき各業務執行部門が目標達成のために活動しております。また、経営目標の進捗状

況については、毎月開催される取締役会・執行役員会にて報告され、必要に応じて対応策が検討さ

れております。 

経営の意思決定は、「取締役会規程」、「執行役員会規程」等に基づき、取締役会、執行役員会

で協議して決定しております。 

日常の職務遂行については、「組織管理規程」、「決裁手続規程」等に基づき権限の委譲が行わ

れ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行しております。 

権限委譲、決裁基準等は、事業規模や組織の変化に対応しつつ、見直しを行い、さらに効率性を

高める所存であります。 



エ）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

「法令等遵守規程」、「組織管理規程」、「業務分掌規程」、「決裁基準」等を定め、使用人の

職務の執行が法令及び定款に適合するよう指導しております。 

今後は、コンプライアンス体制の強化のため、コンプライアンス委員会を設置し、適切な教育等

を通じさらなる周知徹底を図る所存であります。 

オ）当社及び子会社からなる企業団体における業務の適正を確保するための体制 

「関係会社管理規程」に基づき定常的に提出される経営資料を分析・評価するとともに各子会社

の取締役会には兼務する当社役員が必ず出席しております。また、内部監査担当が「内部監査規

程」に基づき、内部監査年間計画を策定し、当社及び子会社の内部監査を実施しております。 

内部監査により、万一、法令や定款に対する違法行為等による損失の危険発生の可能性が発見さ

れた場合には、直ちに社長及び取締役会に報告され、発見された危険の内容及びそれがもたらす損

失の程度等を把握し、社長または社長が任命する対応責任者がこれに対応することとしておりま

す。 

カ）監査役の職務を補助すべき使用人 

現在、当社は監査役の職務を補助する選任の使用人を設置しておりません。 

キ）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

取締役は毎月開催される取締役会にて、以下の業務執行状況を監査役に報告しております。 

・内部統制システムの構築状況 

・当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更状況 

・業績及び業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容 

また、取締役及び使用人は、各監査役の要請に応じて、必要な報告および情報提供を行っており

ます。 

ク）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

財務部、情報システム室、人事部、業務部等のスタッフ部門が監査の実効性を高めるため、監査

役に対して積極的な情報提供を行っております。また、代表取締役が監査役と定期的に会合をも

ち、会社の対応すべき課題や監査上の課題等につき意見交換を行っております。 

④ 会計監査の状況 

当社は、会計監査人として、監査法人トーマツと旧商法（会社法）及び証券取引法に基づく監査契

約を締結し、会計監査を受けております。業務を執行した公認会計士は、堤佳史、芝田雅也であり、

会計監査業務に係わる補助者は、公認会計士２名、会計士補３名、その他１名であります。 

  

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の社外監査役３名との間には人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありませ

ん。なお、現在、当社に社外取締役はおりません。 



(2) 内部監査の状況とリスク管理体制の整備の状況 

当社は社長直轄の独立した機関として内部監査室を設置しております。 

内部監査担当は、内部監査年間計画に基づき、所定のチェックリストにより、当社および子会社の業

務活動全般にわたり、訪問監査・書類監査を実施し、問題点及び課題等を代表取締役社長、取締役会及

び執行役員会に報告いたしております。また、必要に応じて随時訪問監査・書類監査を実施いたしてお

ります。 

内部監査担当は、監査役会とも定期的に会議を開催し、社内各部門及び子会社の法令順守の状況及び

問題点を把握し、監査機能の強化を図っております。 

  

(3) 役員報酬の内容 

取締役及び監査役の報酬につきましてはそれぞれ独立に協議・検討して決定しております。取締役の

報酬につきましては、世間一般の常識的水準を越えることなく、また業績連動によることを基本として

おります。当期の役員報酬は次のとおりであります。 

 
  

(4) 監査報酬について 

当社の監査法人トーマツへの公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に

基づく報酬の内容は、第22期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日）の監査証明に係る報

酬16,500千円であります。 

  

人    数
報酬総額 

(千円)
 平成17年４月１日～ 

平成17年６月24日

 平成17年６月24日～ 

平成18年３月31日

常勤取締役 5 5 96,450

非常勤取締役 1 1 ─

常勤監査役 1 1 6,900

非常勤監査役 2 2 6,900

計 110,250



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令

第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)の連結財務諸表及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の財務諸表、当

連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び当事業年度(平成17年４

月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、監査法人トーマツの監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 10,618,164 9,486,236

 ２ 受取手形及び売掛金 7,129,466 8,080,516

 ３ 棚卸資産 189,933 91,169

 ４ 繰延税金資産 265,014 214,793

 ５ その他 706,912 546,440

   流動資産合計 18,909,491 91.0 18,419,156 83.1

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 437,305 396,544

    減価償却累計額 263,189 174,116 283,583 112,961

  ２ 土地 128,169 105,121

  ３ その他 413,711 445,139

    減価償却累計額 268,322 145,388 292,641 152,498

   有形固定資産合計 447,673 2.2 370,580 1.7

 (2) 無形固定資産

  １ 営業権 333,423 232,117

  ２ その他 ＊１ 160,809 129,082

   無形固定資産合計 494,233 2.4 361,199 1.6

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ＊２ 91,338 131,097

  ２ 繰延税金資産 289,397 374,417

    ３ 長期性預金 ＊３ － 2,100,000

  ４ その他 ＊２ 543,587 414,941

   投資その他の資産合計 924,322 4.4 3,020,456 13.6

   固定資産合計 1,866,228 9.0 3,752,236 16.9

   資産合計 20,775,720 100.0 22,171,393 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 4,028,209 4,437,007

 ２ 短期借入金 ＊４ 140,000 140,000

 ３ 未払法人税等 863,966 721,889

 ４ 賞与引当金 320,603 321,968

 ５ 前受金 1,424,655 1,276,811

 ６ その他 430,526 277,241

   流動負債合計 7,207,961 34.7 7,174,917 32.4

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 258,968 331,892

 ２ 役員退職慰労引当金 159,473 121,884

   固定負債合計 418,441 2.0 453,776 2.0

   負債合計 7,626,402 36.7 7,628,694 34.4

(少数株主持分)

  少数株主持分 603,561 2.9 775,481 3.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ＊５ 1,281,550 6.2 1,318,555 6.0

Ⅱ 資本剰余金 1,388,950 6.7 1,425,955 6.4

Ⅲ 利益剰余金 9,866,485 47.5 10,998,784 49.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 8,951 0.0 23,184 0.1

Ⅴ 為替換算調整勘定 － － 918 0.0

Ⅵ 自己株式 ＊６ △  180 △0.0 △180 △0.0

   資本合計 12,545,756 60.4 13,767,217 62.1

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

20,775,720 100.0 22,171,393 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 28,503,776 100.0 30,703,748 100.0

Ⅱ 売上原価 21,988,431 77.2 23,990,276 78.1

   売上総利益 6,515,344 22.8 6,713,472 21.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊1,2 3,716,861 13.0 3,876,554 12.7

   営業利益 2,798,482 9.8 2,836,917 9.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 983 4,051

 ２ 補助金収入 41,063 51,039

 ３ その他 13,485 55,533 0.2 6,353 61,443 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 2,822 1,924

 ２ 固定資産除却損 － 3,294

 ３ 減価償却費 － 2,148

 ４ 持分法による投資損失 － 1,191

 ５ その他 1,936 4,759 0.0 1,888 10,448 0.0

   経常利益 2,849,256 10.0 2,887,912 9.4

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 24,264 11,820

 ２ 満期保険金収入 － 24,264 0.1 66,651 78,471 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ＊３ 7,734 －

 ２ 投資有価証券評価損 11,189 －

 ３ 会員権売却損 5,273 －

 ４ 持分変動損失 20,611 －

 ５ 減損損失 ＊４ － 44,808 0.2 96,172 96,172 0.3

   税金等調整前 
   当期純利益

2,828,712 9.9 2,870,211 9.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,289,552 1,171,084

   法人税等調整額 △203,194 1,086,357 3.8 △48,527 1,122,557 3.6

   少数株主利益 151,627 0.5 98,604 0.3

   当期純利益 1,590,728 5.6 1,649,049 5.4



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 995,583 1,388,950

Ⅱ 資本剰余金増加高

  新株予約権等の行使による 
  新株の発行

393,366 393,366 37,004 37,004

Ⅲ 資本剰余金期末残高 1,388,950 1,425,955

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 8,597,620 9,866,485

Ⅱ 利益剰余金増加高

  当期純利益 1,590,728 1,590,728 1,649,049 1,649,049

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 297,864 480,624

 ２ 役員賞与 24,000 36,125

   (うち監査役賞与) (1,000) 321,864 (1,000) 516,749

Ⅳ 利益剰余金期末残高 9,866,485 10,998,784



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 2,828,712 2,870,211

   減価償却費 218,398 210,355

      減損損失 － 96,172

   連結調整勘定償却額 20,921 15,776

   賞与引当金の増加額 86,132 1,364

   退職給付引当金の増加額 45,524 72,924

   役員退職慰労引当金の増加(△減少)額 13,803 △37,589

   受取利息及び受取配当金 △2,152 △4,198

   支払利息 2,822 1,924

   持分変動損失 20,611 ―

   投資有価証券評価損 11,189 －

   投資有価証券売却益 △24,264 △11,820

   満期保険金収入 － △66,651

   売上債権の増加額 △1,094,112 △951,050

   棚卸資産の減少額 355,162 98,763

   前渡金の減少(△増加)額 △470,941 405,397

   その他流動資産の減少(△増加)額 △16,790 6,832

   仕入債務の増加額 107,856 408,797

   前受金の増加(△減少)額 607,576 △147,843

   未払消費税の増加(△減少)額 68,523 △66,143

   その他流動負債の増加(△減少)額 116,325 △119,617

   役員賞与の支払額 △24,000 △36,500

   その他 25,240 2,957

    小計 2,896,539 2,750,065

   利息及び配当金の受取額 2,152 3,253

   利息の支払額 △2,764 △1,924

   法人税等の支払額 △1,001,844 △1,289,926

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,894,083 1,461,467



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日  
 至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

長期性預金への預入れ ― △2,100,000

有形固定資産の取得による支出 △36,450 △91,745

無形固定資産の取得による支出 △64,185 △11,518

投資有価証券の取得による支出 △24,500 △15,000

投資有価証券の売却による収入 88,172 14,820

保証金の差入による支出 △10,103 △51,867

差入保証金の返還による収入 13,394 20,170

保険積立金の解約による収入 28,069 ―
連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得に
よる支出

△19,218 ―

子会社株式の売却による収入 22,536 ―

子会社株式取得による支出 ― △27,497

出資による支出 ― △30,954

営業譲受に伴う支出 △150,000 ―

その他 4,204 1,878

   投資活動によるキャッシュ・フロー △148,079 △2,291,713

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の返済による支出 △255,000 ―

   長期借入金の返済による支出 △41,370 ―

   株式の発行による収入 786,733 74,009

   少数株主からの払込による収入 115,040 106,679

   配当金の支払額 △298,292 △480,369

   少数株主への配当金の支払額 △3,770 △3,700

   その他 392 ―

   財務活動によるキャッシュ・フロー 303,732 △303,380

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― 1,698

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加(△減少)額 2,049,735 △1,131,927

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 8,568,428 10,618,164

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 10,618,164 9,486,236



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社(９社) 

  ㈱アルゴハイテック 

  ㈱ソリッドウェーブ 

  ㈱アルゴシステムサポート 

  ㈱アルゴビジネスサービス 

  ㈱ヒューリンクス 

  ㈱ジーダット 

  ㈱ジーダット・イノベーション 

  Jedat China Software Inc. 

  ㈱サイネックス

連結子会社(８社) 

  ㈱アルゴハイテック 

  ㈱ソリッドウェーブ 

  ㈱アルゴシステムサポート 

  ㈱アルゴビジネスサービス 

  ㈱ヒューリンクス 

  ㈱ジーダット 

  ㈱ジーダット・イノベーション 

  Jedat China Software Inc. 

  

 ㈱ヒューリンクスは、平成17年1月

31日付で、㈱サイネックスの全株式を

取得し、子会社化したため、新規に連

結子会社に含めております。 

 また、㈱ジーダットは平成17年1月

26 日 付 で、Jedat  China  Software 

Inc.を100%子会社として設立いたしま

したので、新規に連結子会社に含めて

おります。 

 なお、Jedat China Software Inc.

の決算日は12月31日であるため、当連

結会計年度においては、設立時の貸借

対照表を連結しております。

㈱ヒューリンクスは、平成17年４月１

日付で、同社の子会社である㈱サイネ

ックスを吸収合併いたしました。

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法適用関連会社（１社） 

 ㈱PLMジャパン 

 

 当社は、平成17年1月11日付で、㈱

PLMジャパンに資本参加（議決権比率

49%）いたしましたので、新規に持分

法適用関連会社に含めております。

持分法適用関連会社（３社） 

 ㈱PLMジャパン 

 D&A Technology Co.,Ltd 

 アイシン・インフォテックス㈱ 

 

 当社は、平成17年８月24日付けで、

D&A Technology Co.,Ltdに資本参加

（議決権比率40％）、平成17年10月３

日付けにて、アイシン・インフォテッ

クス㈱に資本参加（議決権比率30％）

いたしましたので新規に持株法適用関

連会社に含めております。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 Jedat China Software Inc.の決算

日は12月31日であります。他の連結子

会社の決算日は、連結決算日と一致し

ております。

            同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

  …決算日の市場価格等に基づ

く時価法

   (評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ている。)

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

    同左

  時価のないもの

  …移動平均法による原価法

  時価のないもの

    同左

棚卸資産

    …個別法による原価法

棚卸資産

        同左



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

有形固定資産

…定率法

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

   建物  14～46年

   その他 ６～８年

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

有形固定資産

  同左

無形固定資産

…自社利用のソフトウェアに

ついては定額法

   利用可能期間 ５年

…営業権については商法施行規則

の規定による最長期間(５年)で

均等償却しております。

無形固定資産

  同左

  

(ハ)重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準

① 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、翌期賞与支給見込額のうち当

期に帰属する部分の金額を計上し

ております。

① 賞与引当金

  同左

② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、退職一時金制度について、退

職給付に係る期末自己都合要支給

額を用いて算定した退職給付債務

の見込額を計上しております。

② 退職給付引当金

  同左

③ 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金(執行役員分を

含む)の支給に備えるため、内規

に基づく期末支給見込額を計上し

ております。

③ 役員退職慰労引当金

  同左

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 
───────

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は

少数株主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて計上

しております。 

(ホ)重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(ホ)重要なリース取引の処理方法

         同左

(ヘ)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税の会計処理

税抜方式によっております。

(ヘ)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

   同左



  

 
  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
表示方法の変更 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。 同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定については、５年間で

均等償却しております。

同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。

同左

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

前連結会計年度 当連結会計年度
（自 平成16年４月１日 （自 平成17年４月１日
  至 平成17年３月31日）  至 平成18年３月31日）
────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計
基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９
日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10
月31日）を適用しております。 
 これにより営業利益及び経常利益はそれぞれ2,881
千円、732千円増加し、税金等調整前当期純利益は
95,440千円減少しております。 
 なお、減損損失累計額については、改正後の連結
財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除し
ております。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(連結貸借対照表関係) 

 前連結会計年度において、流動負債「その他」に含め

ていた「前受金」は負債、少数株主持分及び資本総額の

100分の５を超えたため、当連結会計年度より区分掲記い

たしました。なお、前連結会計年度の流動負債「その

他」に含まれる「前受金」は816,712千円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他流動資産の増加額」に含めて表示していた

「前渡金の増加額」(前連結会計年度△99,495千円)及

び、「その他流動負債の増加額」に含めて表示していた

「前受金の増加額」（前連結会計年度429,827千円）は、

当連結会計年度において重要性が増したため、区分掲記

いたしました。また、前連結会計年度において、区分掲

記していた「営業権償却額」（当連結会計年度101,305千

円）は当連結会計年度より、「減価償却費」に含めて表

示しております。

       ───────── 

 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

＊１ 無形固定資産の「その他」には、連結調整勘定

42,564千円が含まれております。

＊１ 無形固定資産の「その他」には、連結調整勘定

26,068千円が含まれております。

＊２ 関連会社に関するものは次のとおりであります。

    投資有価証券（株式）  29,387 千円

＊２ 関連会社に関するものは次のとおりであります。

    投資有価証券（株式）      48,150千円 

 投資その他の資産その他(出資金) 25,999千円

＊３    ──────── ＊３ 長期性預金2,100,000千円は、期限前解約権を銀行

のみが保有しており、当社から解約を行う場合、

取引銀行所定の解約清算金を支払う必要がありま

す。これにより預金元本を毀損する可能性があり

ます。

＊４ 取引銀行と当座貸越契約を締結しており、当座貸

越極度額から借入実行残高を差し引いた額は次の

とおりであります。

当座貸越極度額 1,180,000 千円

借入実行残高 140,000

差引額 1,040,000

＊４ 取引銀行と当座貸越契約を締結しており、当座貸

越極度額から借入実行残高を差し引いた額は次の

とおりであります。

当座貸越極度額 1,160,000 千円

借入実行残高 140,000

差引額 1,020,000

＊５ 発行済株式総数

    普通株式    10,680,600株

＊５ 発行済株式総数

    普通株式    10,770,200 株

＊６ 連結会社が保有する自己株式の数は普通株式60株

であります。

＊６ 連結会社が保有する自己株式の数は普通株式60株

であります。



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

＊１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

役員報酬 181,295千円

給与手当 1,405,824

福利厚生費 192,851

賞与引当金繰入額 180,334

退職給付費用 42,414

役員退職慰労引当金繰入額 17,151

賃借料 276,401

研究開発費 410,872

＊１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

役員報酬 188,051千円

給与手当 1,574,997

福利厚生費 213,695

賞与引当金繰入額 180,883

退職給付費用 64,220

役員退職慰労引当金繰入額 13,952

賃借料 313,910

研究開発費 446,413

＊２ 一般管理費に含まれる研究開発費は410,872千円

であります。

＊２ 一般管理費に含まれる研究開発費は446,413千円

であります。

＊３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ＊３      ─────────

建物 
器具備品 
ソフトウェア

3,514千円
4,009
210

計 7,734

    

＊４     ─────────

 

 

＊４ 減損損失

１ 資産のグルーピングの方法、減損損失を認識

した資産及び減損損失の認識に至った経緯

当社グループでは、当社の本社、西日本、

中部の各事業所及び各関連子会社をグルーピン

グの単位とし、これとは別に遊休資産を集計し

ております。

研修センター（川崎市宮前区）資産は、当

社社員の研修施設として取得したものでありま

すが、現状ではほとんど利用されることなく実

質的に遊休となっております。

近隣の市場価格も下落していることから、

当連結会計年度において当研修センターの資産

の減損損失を認識するに至っております。

２ 減損損失を認識した資産の概要

場所 用途 種類

研修センター
（川崎市宮前区）

教育研修 建物及び土地

３ 減損損失の金額

建 物 73,124 千円

土 地 23,048

合 計 96,172

上記金額を帳簿価額から減額し「減損損失」と
して特別損失に計上しております。

４ 回収可能価額の算定方法 

  不動産鑑定評価に基づく正味売却価額によ

り算定しております。



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日現在)

現金及び預金勘定 10,618,164千円

現金及び現金同等物 10,618,164千円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 9,486,236千円

現金及び現金同等物 9,486,236千円

２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

   株式の取得により新たに㈱サイネックスを連結し

たことに伴う連結開始時の同社の資産及び負債の内

訳並びに同社株式の取得価額と同社株式取得の為の

支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産

固定資産

流動負債

連結調整勘定

同社株式の取得価額

同社現金及び現金同等物

160,599 

4,033 

△ 9,707 

△ 13,324

千円 

 

 

 

141,600 

△122,381

差引：同社株式取得のための支

出

19,218

２   ─────────

３ 営業の譲受により増加した資産の主な内訳

固定資産 150,000 千円

資産合計 150,000

３   ─────────



(リース取引関係) 

 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１．     ──────────

 

 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

                                     (単位:千円)
取得価額 減価償却 減損損失 期末残高

累計額 累計額

相当額 相当額 相当額 相当額

その他(器

具備品)
11,370 3,843 ― 7,526

合  計 11,370 3,843 ― 7,526

② 未経過リース料期末残高相当額等

  未経過リース料期末残高相当額

１年内  2,123 千円

１年超  5,580

合 計  7,703

リース資産減損勘定の残高 ― 千円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 2,305 千円

リース資産減損勘定の

取崩額
―

減価償却費相当額 2,145

支払利息相当額 240

減損損失 ―

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
未経過リース料

１年内  8,680 千円

１年超  4,872

合 計  13,552

２．オペレーティング・リース取引
未経過リース料

１年内    4,872 千円

１年超       －

合 計    4,872



(有価証券関係) 

(前連結会計年度)(平成17年３月31日現在) 
  

 
  

(当連結会計年度)(平成18年３月31日現在) 
  

 
  

有価証券

 

１ その他有価証券で時価のあるもの

  (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

取得原価(千円) 連結貸借対照表計上額(千円) 差額(千円)

株式 8,979 26,609 17,630

その他 ― ― ―

合計 8,979 26,609 17,630

  (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

    該当ありません。

 (注) その他有価証券で時価のあるものについては、期末日における時価が取得原価の50％以下となった銘柄に

ついて減損処理を行っており、また、期末日における時価が取得原価の50％超70％以下となった銘柄につ

いて、時価が著しく下落したものと判定して回復可能性を検討し、必要に応じて減損処理を行っておりま

す。

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

88,172 24,264 ―

 

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

   その他有価証券

 非上場株式 35,340千円

有価証券

 

１ その他有価証券で時価のあるもの

  (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

取得原価(千円) 連結貸借対照表計上額(千円) 差額(千円)

株式 8,979 49,614 40,635

その他 － － －

合計 8,979 49,614 40,635
 
  (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

    該当ありません。

 (注) その他有価証券で時価のあるものについては、期末日における時価が取得原価の50％以下となった銘柄に

ついて減損処理を行っており、また、期末日における時価が取得原価の50％超70％以下となった銘柄につ

いて、時価が著しく下落したものと判定して回復可能性を検討し、必要に応じて減損処理を行っておりま

す。

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

14,820 11,820 －

 

 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

   その他有価証券

 非上場株式 33,332千円



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容

   デリバティブ取引がないため、該当事項はありま

せん。

 (2) 取引に対する取組方針

   デリバティブ取引は、当面行う方針はありませ

ん。

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容

   同左

 (2) 取引に対する取組方針

   同左

２ 取引の時価等に関する事項

  該当事項はありません。

２ 取引の時価等に関する事項

   同左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 当社グループにおいては、退職金前払制度を採用して

いる一部の子会社を除き、退職給付制度として退職金規

程に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しており、

退職給付引当金の計上は退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法によっております。

 当連結会計年度における退職給付債務の額は退職給付

引当金の額（当連結会計年度末残高258,968千円）と同

額であり、又、退職給付費用の額は70,546千円でありま

す。

 なお、割引率等退職給付債務等の計算の基礎に関する

事項につきましては該当事項はありません。

 当社グループにおいては、退職金前払制度を採用して

いる一部の子会社を除き、退職給付制度として退職金規

程に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しており、

退職給付引当金の計上は退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法によっております。

 当連結会計年度における退職給付債務の額は退職給付

引当金の額（当連結会計年度末残高331,892千円）と同

額であり、又、退職給付費用の額は102,883千円であり

ます。

 なお、割引率等退職給付債務等の計算の基礎に関する

事項につきましては該当事項はありません。



(税効果会計関係) 

  

 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 賞与引当金否認 131,969千円

 退職給付引当金繰入限度超過額 101,300

 役員退職慰労引当金否認 64,989

 減価償却超過額 67,521

 未払事業税否認 63,061

 会員権評価損否認 26,500

 保守売上繰延額否認 63,516

 税務上の繰越欠損金 37,113

 その他 48,001

 繰延税金資産小計 603,974

 評価性引当額 △43,420

 繰延税金資産合計 560,553

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △6,141

繰延税金負債合計 △6,141

繰延税金資産の純額 554,412

 
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金否認 131,874千円

退職給付引当金繰入限度超過額 134,970

役員退職慰労引当金否認 49,594

減価償却超過額 110,041

未払事業税否認 59,885

会員権評価損否認 26,704

保守売上繰延額否認 5,394

税務上の繰越欠損金 4,673

その他 93,151

繰延税金資産小計 616,290

評価性引当額 △11,173

繰延税金資産合計 605,116

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △15,905

繰延税金負債合計 △15,905

繰延税金資産の純額 589,210

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7%

（調整）

特別税額控除 △1.7%

評価性引当額 △1.3%

その他 0.7%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.4%

 

２    ────────



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自平成17年４月

１日 至平成18年３月31日) 

 当社グループは、情報機器販売及び関連サービスを主たる事業としており、当該事業に係る

売上高、営業利益及び資産の金額が、全セグメントの売上高の合計、営業利益の生じているセ

グメントの営業利益の合計額及び全セグメントの資産の金額の合計額の90％超を占めているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度（自平成17年４

月１日 至平成18年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度（自平成17年４

月１日 至平成18年３月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) ストックオプションとして商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定による新株予約権を付与しており、その内

容は以下のとおりであります。 

    なお、平成16年３月８日開催の当社取締役会決議に基づき、平成16年５月20日をもって普通株式１株を２株

に分割しており、新株発行予定残数及び発行価格は、それぞれ調整後の株式数及び発行価格を記載しておりま

す。 

    また、取引の内容及び取引金額欄には、旧商法280条の19第１項の規定による新株引受権が含まれておりま

す。当新株引受権は、平成16年８月31日で権利行使期間が終了しております。 
  

□新株予約権 

 
  

 
  

属性 氏名 住所 資本金
事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 藤澤 義麿 ─ ─
当社代表 
取締役

被所有
直接  3.7

─ ─

新株予約権
等の行使

21,450 ─ ─

新株予約権
の付与(注)

─ ─ ─

藤野  勝 ─ ─ 当社取締役
被所有
直接  1.3

─ ─

新株予約権
等の行使

21,450 ─ ─

新株予約権
の付与(注)

─ ─ ─

澤田 米生 ─ ─ 当社取締役
被所有
直接  0.0

─ ─
新株予約権
の付与(注)

─ ─ ─

福永 正之 ─ ─ 当社取締役
被所有
直接  1.3

─ ─
新株予約権
の付与(注)

─ ─ ─

斎藤成一郎 ─ ─ 当社取締役
被所有
直接  1.4

─ ─

新株予約権
等の行使

18,812 ─ ─

新株予約権
の付与(注)

─ ─ ─

佐藤雄二朗 ─ ─ 当社取締役 被所有 ― ─ ─

新株予約権
の行使

1,652 ─ ─

新株予約権
の付与(注)

─ ─ ─

株主総会の特別決議日 氏名
平成17年３月31日現在

新株発行予定残数(株) 発行価格(円)

平成14年６月26日 福 永 正 之 10,000 826

株主総会の特別決議日 氏名
平成17年３月31日現在

新株発行予定残数(株) 発行価格(円)

藤 澤 義 麿 6,000

藤 野   勝 6,000

平成16年６月24日 澤 田 米 生 6,000 1,956

福 永 正 之 6,000

斎 藤 成一郎 6,000

佐 藤 雄二朗 2,000



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
      注 １．ストックオプションとして商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定による新株予約権を付与してお  

        り、その内容は以下のとおりであります。 

  ２．石川清志は、平成17年６月24日付けで当社の取締役に就任いたしました。 

  

  

□新株予約権 

 
  

属性 氏名 住所 資本金
事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 藤澤 義麿 ─ ─
当社代表 
取締役

被所有
直接  3.1

─ ─

新株予約権
の行使

－ ─ ─

新株予約権
の付与(注1)

－ ─ ─

澤田 米生 ─ ─ 当社取締役
被所有
直接  0.0

─ ─

新株予約権
の行使

－ ─ ─

新株予約権 

の付与(注1)
－ － －

福永 正之 ─ ─ 当社取締役
被所有
直接  1.0

─ ─

新株予約権
の行使

8,260 ─ ─

新株予約権 

の付与(注1)
－ － －

斎藤成一郎 ─ ─ 当社取締役
被所有
直接  1.3

─ ─

新株予約権
の行使

－ ─ ─

新株予約権
の付与(注1)

－ ─ ─

石川 清志 
 

（注２）
─ ─ 当社取締役

被所有
直接  0.0

─ ─

新株予約権
の行使

－ ─ ─

新株予約権 

の付与(注1)
－ ─ ─

佐藤雄二朗 ─ ─ 当社取締役 被所有 ― ─ ─

新株予約権
の行使

－ ─ ─

新株予約権
の付与(注1)

－ ─ ─

株主総会の特別決議日 氏名
平成18年３月31日現在

新株発行予定残数(株) 発行価格(円)

平成16年６月24日

藤澤 義麿 6,000

1,956

澤田 米生 6,000

福永 正之 6,000

斎藤 成一郎 6,000

石川 清志 5,000

佐藤雄二朗 2,000

株主総会の特別決議日 氏名
平成18年３月31日現在

新株発行予定残数(株) 発行価格(円)

平成17年６月24日

藤澤 義麿 9,000

3,710

澤田 米生 9,000

福永 正之 6,000

斎藤 成一郎 6,000

石川 清志 6,000

佐藤雄二朗 2,000



(１株当たり情報) 

  

 
（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,171.25円

１株当たり当期純利益 150.72円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 145.38円

１株当たり純資産額 1,274.66円

１株当たり当期純利益 150.16円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 146.98円

(株式分割)

 平成16年５月20日をもって普通株式１株を２株に分割

いたしました。

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たりの情報は、以下

のとおりであります。

１株当たり純資産額 1,055.04円

１株当たり当期純利益 114.41円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 113.92円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益(千円) 1,590,728 1,649,049

 普通株主に帰属しない金額(千円) 36,125 38,905

 (うち利益処分による役員賞与金(千円)) （36,125） （38,905）

 普通株式に係る当期純利益(千円) 1,554,603 1,610,144

 普通株式の期中平均株式数(株) 10,314,556 10,722,522

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額(千円) ― ―

 普通株式増加数(株) 379,156 232,671

 (うち新株予約権(株)) 379,156 232,671

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

─────── 平成17年６月24日開催の定時
株主総会の特別決議による商
法第280条ノ20及び第280条ノ
21の規定に基づく新株予約
権。なお、これらの概要は
「第４ 提出会社の状況 １
株式等の状況(2)新株予約権等
の状況」に記載のとおりであ
ります。



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 平成17年６月24日開催の当社定時株主総会におい

て、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づ

き、下記のとおり当社及び当社子会社の取締役及び

従業員に対し、特に有利な条件をもって新株予約権

を発行することを決議いたしました。

──────────

１ 発行する新株予約権の目的たる株式の種類及び数

  当社普通株式467,300株を上限とする。

２ 発行する新株予約権の総数

4,673個を上限とする。(新株予約権１個当たりの目

的となる株式数は100株。)

３ 新株予約権の発行価額

  無償とする。

４ 新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額

各新株予約権の行使により発行又は移転する株式１

株当たりの払込金額(以下「行使価額」と言う。)

は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日(終

値のない日を除く。)における東京証券取引所市場

第一部における当社普通株式の普通取引の終値(気

配表示を含む。以下同じ。)の平均値に1.03を乗じ

た価額とし、これにより生じた１円未満の端数はこ

れを切り上げる。ただし、その価額が新株予約権発

行日の終値(終値がない場合は、その日に先立つ直

近日における終値)を下回る場合は、新株予約権発

行日の終値とする。

なお、新株予約権発行日後に当社が株式分割又は株

式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

るものとする。

   調整後行使価額＝

   調整前行使価額×(１／分割・併合の比率)

また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で

新株の発行又は自己株式の処分(新株予約権の行使

による場合を除く。)を行う場合は、次の算式によ

り行使価額は調整され、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。その他、新株予約権(その権

利行使により発行される株式の発行価額が新株予約

権発行時の時価を下回る場合に限る。)を発行する

場合についても、これに準じて行使価額は調整され

るものとする。なお、次の算式において、「既発行

株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保

有する自己株式数を控除した数をいうものとする。

   調整後行使価額＝

     調整前行使価額×(A＋(B×C)／D)／(A＋B)

    ここで、

     A：既発行株式数

     B：新規発行又は処分株式数

     C：１株当たり払込金額又は譲渡価額

     D：１株当たりの時価



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ 新株予約権の権利行使期間

  平成19年９月１日から平成21年８月31日まで。

６ 新株予約権の行使の条件

 ① 新株予約権の付与を受けた者は、新株予約権の行

使時において、当社又は当社子会社の取締役、監

査役または従業員でなければならない。ただし、

取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締

結する「新株予約権申込書兼新株予約権割当契

約」によって許容される場合はこの限りでない。

 ② その他の条件については、「新株予約権申込書兼

新株予約権割当契約」に定めるところによる。

７ 新株予約権の譲渡等に関する制限

  新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要

するものとする。



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 平均利率は期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 140,000 140,000 1.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ─ ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ─ ― ―

その他の有利子負債 ― ─ ― ―

計 140,000 140,000 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,303,095 7,833,618

 ２ 受取手形 235,929 430,512

 ３ 売掛金 5,759,088 6,434,636

 ４ 商品 119,206 25,034

 ５ 前渡金 667,576 258,078

 ６ 前払費用 391 541

  ７ 未収入金 － 248,938

 ８ 繰延税金資産 183,783 136,964

 ９ その他の流動資産 6,130 210

   流動資産合計 16,275,201 87.4 15,368,536 78.1

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 407,152 363,263

    減価償却累計額 251,553 155,598 268,611 94,652

  ２ 車両運搬具 26,852 28,662

    減価償却累計額 16,701 10,151 19,493 9,169

  ３ 器具備品 292,798 314,729

    減価償却累計額 187,702 105,095 209,814 104,914

  ４ 土地 128,048 105,000

   有形固定資産合計 398,893 2.1 313,736 1.6

 (2) 無形固定資産

  １ 営業権 118,023 88,517

  ２ ソフトウェア 104,193 92,781

  ３ 電話加入権 1,521 1,521

   無形固定資産合計 223,739 1.2 182,820 0.9

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 59,950 80,947

  ２ 関係会社株式 1,065,217 1,107,715

  ３ 関係会社出資金 － 30,954

  ４ 長期前払費用 5,819 5,091

  ５ 繰延税金資産 183,909 233,879

  ６ 差入保証金 275,114 182,711

  ７ 会員権 68,035 67,535

  ８ 保険積立金 68,261 14,968

  ９ 長期性預金 ＊１ － 2,100,000

   投資その他の資産合計 1,726,309 9.3 3,823,803 19.4

   固定資産合計 2,348,942 12.6 4,320,360 21.9

   資産合計 18,624,144 100.0 19,688,896 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 3,670,468 4,089,393

 ２ 短期借入金 ＊２ 140,000 140,000

 ３ 未払金 122,220 60,664

 ４ 未払消費税 84,499 47,687

 ５ 未払費用 34,867 33,403

 ６ 未払法人税等 600,711 513,225

 ７ 前受金 1,370,939 1,205,203

 ８ 預り金 9,270 11,099

 ９ 賞与引当金 171,634 185,641

   流動負債合計 6,204,610 33.3 6,286,319 31.9

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 213,331 264,050

 ２ 役員退職慰労引当金 127,247 121,884

   固定負債合計 340,578 1.8 385,934 2.0

   負債合計 6,545,189 35.1 6,672,253 33.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ＊３ 1,281,550 6.9 1,318,555 6.7

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 1,388,950 1,425,955

   資本剰余金合計 1,388,950 7.5 1,425,955 7.2

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 95,190 95,190

 ２ 任意積立金

   別途積立金 7,580,000 7,880,000

 ３ 当期未処分利益 1,724,492 2,273,938

   利益剰余金合計 9,399,683 50.5 10,249,129 52.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金 8,951 0.0 23,184 0.1

Ⅴ 自己株式 ＊５ △180 △0.0 △180 △0.0

   資本合計 12,078,954 64.9 13,016,643 66.1

   負債及び資本合計 18,624,144 100.0 19,688,896 100.0



② 【損益計算書】 

  

   

前事業年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 15,363,437 15,125,178

 ２ その他の売上高 8,396,685 23,760,122 100.0 10,675,746 25,800,925 100.0

Ⅱ 売上原価

 (1) 商品売上原価

  １ 商品期首棚卸高 497,697 119,206

  ２ 当期商品仕入高 12,691,255 12,942,952

    合計 13,188,952 13,062,159

  ３ 商品期末棚卸高 119,206 25,034

   商品売上原価 13,069,746 13,037,124

 (2) その他の売上原価 6,494,626 19,564,373 82.3 8,348,364 21,385,488 82.9

   売上総利益 4,195,748 17.7 4,415,436 17.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造発送費 18,893 18,779

 ２ 販売促進費 188,824 －

 ３ 役員報酬 104,700 110,250

 ４ 給与手当 947,100 1,078,142

 ５ 賞与引当金繰入額 120,516 120,477

 ６ 退職給付費用 28,869 35,863

 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

16,091 13,952

 ８ 福利厚生費 134,097 145,969

 ９ 旅費交通費 89,009 92,455

 10 減価償却費 71,162 86,415

 11 賃借料 178,787 222,596

 12 消耗品費 33,195 40,486

 13 その他 214,260 2,145,508 9.1 227,362 2,192,750 8.5

   営業利益 2,050,240 8.6 2,222,686 8.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 742 3,821

 ２ 受取配当金 ＊１ 66,171 51,247

 ３ その他 2,147 69,061 0.3 432 55,501 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 1,924 1,924

 ２ 減価償却費 － 2,148

 ３ 固定資産除却損 － 1,864

 ４ その他 976 2,901 0.0 774 6,713 0.0

   経常利益 2,116,400 8.9 2,271,474 8.8



 
  

その他の売上原価明細書 

  

 
(注) 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
 至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 7,014 11,820

 ２ 満期保険金収入 － 7,014 0.0 66,651 78,471 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ＊２ 7,734 －

 ２ 投資有価証券評価損 11,189 －

 ３ 会員権売却損 5,273 －

 ４ 減損損失 ＊３ － 24,197 0.1 96,172 96,172 0.4

   税引前当期純利益 2,099,217 8.8 2,253,773 8.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

942,850 903,618

   法人税等調整額 △104,372 838,478 3.5 △12,915 890,702 3.4

   当期純利益 1,260,738 5.3 1,363,070 5.3

   前期繰越利益 463,753 910,868

   当期未処分利益 1,724,492 2,273,938

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 労務費 497,152 7.7 580,972 7.0

Ⅱ 経費 5,997,474 92.3 7,767,391 93.0

    （うち外注費） （5,874,908） （90.5）  （7,612,910） （91.2）

その他の売上原価 6,494,626 100.0 8,348,364 100.0

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 外注費は、保守サービス・システム導入関連サービス

等に係る外部への委託費用であります。

同左



③ 【利益処分計算書】 

  

 
 （注）日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成17年６月24日)

当事業年度 
(平成18年６月22日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,724,492 2,273,938

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 480,624 484,656

 ２ 役員賞与金 33,000 34,000

   （内監査役賞与金） (1,000) (─)

 ３ 任意積立金

   別途積立金 300,000 813,624 700,000 1,218,656

Ⅲ 次期繰越利益 910,868 1,055,282



重要な会計方針 

  

   

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

 …決算日の市場価格等に基づく時価

法

  (評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定している。)

 時価のないもの

 …移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

 同左

その他有価証券

 同左

２ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法

商品……個別法による原価法   同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

    建物      14～46年

    車両運搬具     ６年

    器具備品    ６～８年

(1) 有形固定資産

   同左

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェアについて

は定額法

   利用可能期間    ５年

営業権については、商法施行規則

の規定による最長期間（５年）で

均等償却しております。

(2) 無形固定資産

同左

   

４ 引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるた

め、翌期賞与支給見込額のうち当

期に帰属する部分の金額を計上し

ております。

(1) 賞与引当金

   同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

退職一時金制度について、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を

用いて算定した退職給付債務の見

込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

   同左

(3) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金(執行役員分を含

む)の支給に備えるため、内規に

基づく期末支給見込額を計上して

おります。

(3) 役員退職慰労引当金

   同左

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

────────



 
  

(会計方針の変更) 

  

 
  

(表示方法の変更) 

  

項目
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

  消費税の会計処理

  税抜方式によっております。

  消費税等の会計処理

同左

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

────────── （固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。

これにより営業利益及び経常利益はそれぞれ2,881

千円、732千円増加し、税引前当期純利益は95,440千

円減少しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務

諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除して

おります。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(損益計算書関係) 

前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めて表示していた「販売促進費」(前事業年度9,400

千円)は、当事業年度において販売費及び一般管理費の

100分の５を超えたため、当事業年度より区分掲記いた

しました。

（貸借対照表関係） 

前期まで流動資産の「その他の流動資産」に含めて表示

していた「未収入金」（前期6,130千円）は、当期にお

いて、資産の総額の100分の１を超えたため、区分掲記

いたしました。 

 

（損益計算書関係） 

前期まで区分掲記しておりました「販売促進費」（当期

29,974千円）は、販売費及び一般管理費の合計額の100

分の５以下となったため、「その他」に含めて表示して

おります。



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

 
  

(損益計算書関係) 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 ＊１           ──────── ＊１ 長期性預金2,100,000千円は、期限前解約権を銀行
      のみが保有しており、当社から解約を行う場合、 
      取引銀行所定の解約清算金を支払う必要がありま 
      す。これにより預金元本を毀損する可能性がありま
      す。

＊２ 取引銀行と当座貸越契約を締結しており、当座貸
越極度額から借入実行残高を差し引いた額は次の
通りであります。

当座貸越極度額 380,000千円

借入実行残高 140,000千円

差引額 240,000千円

＊２ 取引銀行と当座貸越契約を締結しており、当座貸
越極度額から借入実行残高を差し引いた額は次の
通りであります。

当座貸越極度額 340,000千円

借入実行残高 140,000千円

差引額 200,000千円

＊３ 会社が発行する株式の総数
普通株式 29,600,000株

   発行済株式の総数
普通株式 10,680,600株

＊３ 会社が発行する株式の総数
普通株式 42,720,000株

  発行済株式の総数
普通株式 10,770,200株

 ４ 商法施行規則第124条第３号に規定されている
   時価を付したことにより増加した純資産額

8,951千円

４ 商法施行規則第124条第３号に規定されている
  時価を付したことにより増加した純資産額

23,184千円

＊５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式60株で
あります。

＊５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式60株で
あります。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

＊１ 関係会社からの受取配当金  66,030千円 ＊１ 関係会社からの受取配当金  51,100千円

＊２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ＊２  ────────

建物 
器具備品 
ソフトウェア

3,514千円
4,009
210

計 7,734

＊３  ────────

 

 

＊３ 減損損失

１ 資産のグルーピングの方法、減損損失を認識し
た資産及び減損損失の認識に至った経緯 
  当社では、本社、西日本、中部の各事業所を
グルーピングの単位とし、これとは別に遊休資
産を集計しております。 
  研修センター(川崎区宮前区)資産は、当社社
員の研修施設として取得したものであります
が、現状ではほとんど利用されることなく実質
的に遊休となっております。 
  近隣の市場価格も下落していることから、当
事業年度において当研修センターの資産の減損
損失を認識するに至っております。

２ 減損損失を認識した資産の概要 

場所 用途 種類

研修センター
（川崎市宮前区）

教育研修 建物及び土地

３ 減損損失の金額

建 物 73,124 千円

土 地 23,048

合 計 96,172

４ 回収可能価額の算定方法
  不動産鑑定評価に基づく正味売却価額により
算定しております。



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

  

 
  

(税効果会計関係) 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 8,680千円

１年超 4,872

合 計 13,552

１ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 4,872千円

１年超 －

合 計 4,872

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。

同左

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

 賞与引当金否認 69,837千円

 退職給付引当金繰入限度超過額 84,112

 役員退職慰労引当金否認 51,776

 未払事業税否認 44,304

 会員権評価損否認 26,500

 保守売上繰延額否認 63,516

 その他 33,784

繰延税金資産合計 373,833

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △6,141

繰延税金負債合計 △6,141

繰延税金資産の純額 367,692

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

賞与引当金否認 75,537千円

退職給付引当金否認 107,441

役員退職慰労引当金否認 49,594

未払事業税否認 40,764

会員権評価損否認 26,704

保守売上繰延額否認 5,394

その他 81,312

繰延税金資産合計 386,749

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △15,905

繰延税金負債合計 △15,905

繰延税金資産の純額 370,844



(１株当たり情報) 

  

 
（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１株当たり純資産額 1,127円84銭

１株当たり当期純利益 119円03銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 114円81銭

１株当たり純資産額 1,205円43銭

１株当たり当期純利益 123円95銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 121円32銭

(株式分割)

 平成16年５月20日をもって普通株式１株を２株に分割

いたしました。

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たりの情報は、以下のと

おりであります。

１株当たり純資産額 1,040円36銭

１株当たり当期純利益 102円31銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 101円87銭

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益(千円) 1,260,738 1,363,070

 普通株主に帰属しない金額(千円) 33,000 34,000

 (うち利益処分による役員賞与金(千円)) (33,000) (34,000)

 普通株式に係る当期純利益(千円) 1,227,738 1,329,070

 普通株式の期中平均株式数(株) 10,314,556 10,722,522

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 当期純利益調整額(千円) ― ─

 普通株式増加数(株) 379,156 232,671

 (うち新株予約権(株)) 379,156 232,671

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要

──── 平成17年６月24日開催の定時株主

総会の特別決議による商法第280

条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権。なお、これら

の概要は「第４ 提出会社の状況

１．株式等の状況(2)新株予約権

等の状況」に記載のとおりであり

ます。



(重要な後発事象) 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 平成17年６月24日開催の当社定時株主総会におい
て、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基
づき、下記のとおり当社および当社子会社の取締
役及び従業員に対し、特に有利な条件をもって新
株予約権を発行することを決議いたしました。

──────────

１ 発行する新株予約権の目的たる株式の種類及び数
  当社普通株式467,300株を上限とする。

２ 発行する新株予約権の総数
4,673個を上限とする。(新株予約権１個当たりの
目的となる株式数は100株。)

３ 新株予約権の発行価額
  無償とする。

４ 新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額各
新株予約権の行使により発行又は移転する株式１
株当たりの払込金額(以下「行使価額」と言う。)
は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日(終
値のない日を除く。)における東京証券取引所市場
第一部における当社普通株式の普通取引の終値(気
配表示を含む。以下同じ。)の平均値に1.03を乗じ
た価額とし、これにより生じた１円未満の端数は
これを切り上げる。ただし、その価額が新株予約
権発行日の終値(終値がない場合は、その日に先立
つ直近日における終値)を下回る場合は、新株予約
権発行日の終値とする。なお、新株予約権発行日
後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、
次の算式により行使価額を調整し、調整により生
じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

   調整後行使価額＝
     調整前行使価額×(１／分割・併合の比率)
また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で
新株の発行又は自己株式の処分(新株予約権の行使
による場合を除く。)を行う場合は、次の算式によ
り行使価額は調整され、調整により生じる１円未満
の端数は切り上げる。その他、新株予約権(その権
利行使により発行される株式の発行価額が新株予約
権発行時の時価を下回る場合に限る。)を発行する
場合についても、これに準じて行使価額は調整され
るものとする。なお、次の算式において、「既発行
株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保
有する自己株式数を控除した数をいうものとする。

   調整後行使価額＝
     調整前行使価額×(A＋(B×C)／D)／(A＋B)
    ここで、
     A：既発行株式数
     B：新規発行又は処分株式数
     C：１株当たり払込金額又は譲渡価額
     D：１株当たりの時価

５ 新株予約権の権利行使期間
  平成19年９月１日から平成21年８月31日まで。
６ 新株予約権の行使の条件

 ① 新株予約権の付与を受けた者は、新株予約権の行
使時において、当社又は当社子会社の取締役、監
査役または従業員でなければならない。ただし、
取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締
結する「新株予約権申込書兼新株予約権割当契
約」によって許容される場合はこの限りでない。

 ② その他の条件については、「新株予約権申込書兼
新株予約権割当契約」に定めるところによる。

７ 新株予約権の譲渡等に関する制限
  新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要
するものとする。



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投  資 
有価証券

そ の 他 
有価証券

㈱三井住友フィナンシャルグループ 16  20,800

㈱フォー・リンク・システムズ 250 20,000

㈱三菱東京フィナンシャル・グループ 10 18,000

㈱みずほフィナンシャルグループ 11.23 10,814

New System Service Co.,Ltd. 22,500 10,054

Global Vision Technology,Inc. 285,715 1,277

計 308,502.23 80,947



【有形固定資産等明細表】 

  

 
 （注）「当期減少額」欄の（）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 407,152 29,606 73,494 363,263 268,611 17,176 94,652

(73,124)

 車両運搬具 26,852 2,608 798 28,662 19,493 3,549 9,169

 器具備品 292,798 32,948 11,017 314,729 209,814 31,058 104,914

 土地 128,048 ─ 23,048 105,000 ─ ─ 105,000

(23,048)

有形固定資産計 854,851 65,162 108,357 811,654 497,918 51,784 313,736

(96,172)

無形固定資産

 営業権 147,529 ─ ─ 147,529 59,011 29,505 88,517

 ソフトウェア 120,973 14,705 4,250 131,429 38,647 26,118 92,781

 電話加入権 1,521 ─ ─ 1,521 ─ ─ 1,521

無形固定資産計 270,024 14,705 4,250 280,480 97,659 55,624 182,820

長期前払費用 18,185 ─ ─ 18,185 13,093 727 5,091

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式数は60株であります。 

２ 当期増加は、新株予約権の行使によるもの(普通株式89,600株、資本金37,004千円、資本準備金37,004千円)

であります。 

３ 当期増加は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) (注２) 1,281,550 37,004 ― 1,318,555

資本金のうち 
既発行株式

普通株式(注１、２) (株) (10,680,600) ( 89,600) (   ― ) (10,770,200)

普通株式(注２) (千円) 1,281,550 37,004 ― 1,318,555

計 (株) (10,680,600) ( 89,600) (   ― ) (10,770,200)

計 (千円) 1,281,550 37,004 ― 1,318,555

資本準備金及び 
その他資本 
剰余金

(資本準備金) 
 株式払込剰余金(注２)

(千円) 1,388,950 37,004 ― 1,425,955

計 (千円) 1,388,950 37,004 ― 1,425,955

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (千円) 95,190 ─ ― 95,190

(任意積立金) 
 別途積立金(注３)

(千円) 7,580,000 300,000 ― 7,880,000

計 (千円) 7,675,190 300,000 ― 7,975,190

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

賞与引当金 171,634 185,641 171,634 ─ 185,641

役員退職慰労引当金 127,247 13,952 19,315 ─ 121,884



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ) 現金及び預金 

  

 
  

ロ) 受取手形 

 相手先別内訳 

  

 
  

 期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 500

預金

当座預金 3,154

普通預金 5,379,964

定期預金 2,450,000

小計 7,833,118

合計 7,833,618

相手先 金額(千円)

ソニーセミコンダクタ九州㈱ 127,617

小糸工業㈱ 91,415

三恵技研工業㈱ 39,900

京セラコミュニケーションシステム㈱ 29,436

ＮＴＮ㈱ 21,526

その他 120,618

合計 430,512

期日別 金額(千円)

平成18年４月 82,353

    ５月 186,005

    ６月 43,316

    ７月 117,366

    ８月 1,470

合計 430,512



ハ) 売掛金 

 相手先別内訳 
  

 
  

 売掛金滞留状況 
  

 
  

ニ) 商品 
  

 
  

ホ) 関係会社株式 
  

 
  

ヘ) 長期性預金 

  

相手先 金額(千円)

日本アイ・ビー・エム㈱ 726,287

㈱本田技術研究所 392,938

ソニーグローバルソリューションズ㈱ 373,076

㈱ニコン 279,575

林テレンプ㈱ 273,000

その他 4,389,759

合計 6,434,636

前期繰越高 
(千円) 
 
Ａ

当期発生高 
(千円) 
 
Ｂ

当期回収高
(千円) 
 
Ｃ

次期繰越高
(千円) 
 
Ｄ

 

回収率(％)

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ
 

滞留期間(日)

Ａ＋Ｄ
÷

Ｂ
２ 365

5,759,088 27,090,971 26,415,422 6,434,636 80.4 82.1

内訳 金額(千円)

コンピュータ・システム商品 25,034

合計 25,034

銘柄 金額(千円)

(子会社株式)

㈱ヒューリンクス 522,500

㈱ジーダット 307,717

㈱アルゴビジネスサービス 90,000

㈱ソリッドウェーブ 50,000

㈱アルゴハイテック 45,000

㈱アルゴシステムサポート 52,997

(関連会社株式)

㈱ＰＬＭジャパン 24,500

アイシン・インフォテックス㈱ 15,000

合計 1,107,715



 
  

銘柄 金額(千円)

㈱三井住友銀行 1,100,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 500,000

㈱みずほ銀行 500,000

合計 2,100,000



② 流動負債 

イ) 買掛金 

  

 
  

ロ) 前受金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

日本アイ・ビー・エム㈱ 2,759,090

ソフトバンクＢＢ㈱ 272,089

㈱ＰＬＭジャパン 94,815

㈱イーアイティー 69,327

㈱ＫＳＫ 31,932

その他 862,138

合計 4,089,393

相手先 金額(千円)

日立電子サービス㈱ 472,565

日本アイ・ビー・エム㈱ 271,435

㈱ＦＣＣ 61,965

新日鉄ソリューションズ㈱ 55,028

プロストレージ㈱ 32,197

その他 312,011

合計 1,205,203



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。ホームページ

アドレス：http://www.argo-graph.co.jp/kessan.html 

なお、会社法施行後においては、会社法第440条４項の規定により決算公告は行いません。 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券及び100株未満の株式数を表示した株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行㈱ 本店証券代行部

  株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行㈱

  取次所  
みずほ信託銀行㈱ 全国各支店
みずほインベスターズ証券㈱ 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額に100円を加えた額

単元未満株式の買取り

  取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行㈱ 本店証券代行部

  株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 みずほ信託銀行㈱

  取次所   
みずほ信託銀行㈱ 全国各支店
みずほインベスターズ証券㈱ 本店及び全国各支店

  買取手数料
東京証券取引所の定める１単元当たりの売買手数料相当額を買取った単元未満株式数
で按分した額

公告掲載方法 日本経済新聞（注１）

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書   事業年度  自 平成16年４月１日    平成17年６月27日 

  及びその添付書類  (第21期)  至 平成17年３月31日    関東財務局長に提出。 

       

(2) 半期報告書     (第22期中) 自 平成17年４月１日    平成17年12月９日 

                  至 平成17年９月30日    関東財務局長に提出。 

        

(3) 有価証券報告書   事業年度  自 平成15年４月１日    平成17年８月29日 

  の訂正報告書    (第20期)  至 平成16年３月31日    関東財務局長に提出。 

       

(4) 有価証券報告書   事業年度  自 平成16年４月１日    平成17年８月29日 

  の訂正報告書    (第21期)  至 平成17年３月31日    関東財務局長に提出。 

       

(5) 有価証届出書及び  有価証券届出書（新株予約権証券）    平成17年12月19日 

  その添付書類                        関東財務局長に提出。 

  

(6) 有価証券届出書   平成17年12月19日提出の有価証券届出書  平成17年12月21日 

  の訂正届出書    （新株予約権証券）に係る訂正届出書   関東財務局長に提出。 

  

(7) 有価証券届出書   平成17年12月19日提出の有価証券届出書  平成17年12月27日 

  の訂正届出書    （新株予約権証券）に係る訂正届出書   関東財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

株式会社アルゴグラフィックス 

 
  

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルゴグラフィックスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社アルゴグラフィックス及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

 
  

平成17年６月24日

取 締 役 会 御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  堤     佳  史  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  芝  田  雅  也  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

株式会社アルゴグラフィックス 

 
  

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルゴグラフィックスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社アルゴグラフィックス及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成して

いる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
  

平成18年６月22日

取 締 役 会 御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  堤     佳  史  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  芝  田  雅  也  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

株式会社アルゴグラフィックス 

 
  

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルゴグラフィックスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第21期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社アルゴグラフィックスの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

 
  

平成17年６月24日

取 締 役 会 御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  堤     佳  史  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  芝  田  雅  也  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

株式会社アルゴグラフィックス 

 
  

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社アルゴグラフィックスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２２期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行

った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社アルゴグラフィックスの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されること

となったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

 
  

平成18年６月22日

取 締 役 会 御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  堤     佳  史  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  芝  田  雅  也  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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